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２０１２事業報告－１ 

 

Ⅰ 法人の概要 

１ 教育理念と沿革 

(1) 教育理念               

椙山女学園は、明治３８（１９０５）年名古屋市内富士塚町の武家屋敷に名古屋裁縫女学校として開

校したのをその起源とし、平成１７（２００５）年、創立１００周年を迎えた。  

学園は、創設以来、関係者の努力により専門学校、高等女学校などを新たに設置し、これらの学校が

第二次世界大戦後の学制改革で大学、高等学校に発展したことにより、現在では幼稚園、小学校、中学

校、高等学校、大学および大学院を設置する総合学園として、一貫して女性により充実した教育を提供

する役割を担っている。 

本学園の教育理念は「人間になろう」という言葉に象徴され、この言葉を人間尊重の理念として積極

的に強調して教育に当たっている。「人間完成」こそ学園創設の精神であり、本学園の目指す教育の終

局の目標である。 

 

(2) 沿革               

明治３８年（１９０５） 名古屋裁縫女学校開校 

大正 ５年（１９１６） 椙山高等女学校併設設置認可 

大正 ６年（１９１７） 椙山高等女学校開校 

大正１２年（１９２３） 椙山第二高等女学校設立認可 

大正１３年（１９２４） 椙山第二高等女学校を開校 椙山高等女学校は、椙山第一高等女学校と改称 

大正１４年（１９２５） 名古屋裁縫女学校を椙山女学校と改称 

昭和 ４年（１９２９） 財団法人椙山女学園認可、椙山女子専門学校設立認可 

昭和 ５年（１９３０） 椙山女子専門学校開校 

昭和 ６年（１９３１） 椙山第二高等女学校を椙山女子専門学校附属高等女学校と改称 

昭和１２年（１９３７） 椙山女子商業学校開校（椙山女学校廃止） 

昭和１７年（１９４２） 椙山女子専門学校附属幼稚園開園 

昭和２２年（１９４７） 椙山中学校開校 

昭和２３年（１９４８） 椙山第一高等女学校、椙山女子専門学校附属高等女学校、椙山女子商業学校  

            を椙山女学園高等学校に組織変更 椙山中学校を椙山女学園中学校と改称 

昭和２４年（１９４９） 椙山女学園大学（家政学部食物学科、被服学科）開学 

昭和２５年（１９５０） 椙山女子専門学校附属幼稚園を椙山女学園大学附属幼稚園と改称 

昭和２６年（１９５１） 学校法人椙山女学園に組織変更認可 

            椙山女子専門学校廃止 

昭和２７年（１９５２） 椙山女学園大学附属小学校開校 

昭和４３年（１９６８） 椙山女学園大学家政学部食物学科専攻分離（食物学専攻、管理栄養士専攻）  

昭和４４年（１９６９） 椙山女学園大学短期大学部（文学科）開学 

昭和４７年（１９７２） 椙山女学園大学文学部（国文学科、英文学科）開設 

昭和５２年（１９７７） 椙山女学園大学大学院家政学研究科（修士課程）開設 

昭和６２年（１９８７） 椙山女学園大学人間関係学部（人間関係学科）開設 

平成 ２年（１９９０） 椙山女学園大学家政学部被服学科に住居学コースを増設  

平成 ３年（１９９１） 椙山女学園大学家政学部を生活科学部に名称変更し、生活社会科学科を増設  

            同学部食物学科を食品栄養学科に、被服学科を生活環境学科に、文学部英文  

            学科を英語英米文学科にそれぞれ名称変更 

平成 ６年（１９９４） 椙山女学園大学家政学部食物学科管理栄養士専攻廃止 

平成 ７年（１９９５） 椙山女学園大学家政学部食物学科食物学専攻、同被服学科、文学部英文学科  

            を廃止 

平成１１年（１９９９） 椙山女学園大学大学院家政学研究科を生活科学研究科に、食物学専攻を食品  

            栄養科学専攻に、被服学専攻を生活環境学専攻にそれぞれ名称変更、また文  

            学部国文学科を日本語日本文学科に名称変更 

平成１２年（２０００） 椙山女学園大学大学院人間関係学研究科（修士課程）開設 

            椙山女学園大学生活科学部食品栄養学科専攻分離（食品栄養学専攻、管理栄  

            養士専攻） 

            椙山女学園大学文化情報学部（文化情報学科）開設 

平成１３年（２００１） 椙山女学園大学短期大学部閉学 

平成１４年（２００２） 椙山女学園大学大学院生活科学研究科（博士後期課程）増設 

            椙山女学園大学人間関係学部臨床心理学科増設 
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平成１５年（２００３） 椙山女学園大学生活科学部生活環境学科を生活環境デザイン学科に名称変更 

            椙山女学園大学文学部日本語日本文学科および英語英米文学科を国際コミュ 

            ニケーション学部国際言語コミュニケーション学科および表現文化学科に 

改組 

            椙山女学園大学生活科学部生活社会科学科を現代マネジメント学部現代マネ  

            ジメント学科に改組 

平成１７年（２００５） 椙山女学園創立１００周年 

平成１９年（２００７） 椙山女学園大学生活科学部食品栄養学科の食品栄養学専攻および管理栄養士         

            専攻を廃止し、管理栄養学科に名称変更 

            椙山女学園大学人間関係学部臨床心理学科を心理学科に名称変更 

            椙山女学園大学教育学部（子ども発達学科）開設 

            椙山女学園大学生活科学部生活社会科学科廃止 

平成２１年（２００９） 椙山女学園大学文学部日本語日本文学科および英語英米文学科廃止 

平成２２年（２０１０） 椙山女学園大学看護学部（看護学科）開設 

平成２３年（２０１１） 椙山女学園大学文化情報学部（メディア情報学科）増設  

 

２ 組織 

(1) 学園組織図                         （平成２５年３月現在） 

文 化 情 報 学 科

文 化 情 報 学 部

メ デ ィ ア 情 報 学 科

監 事

（ 森 棟 公 夫 ）

学 園 情 報 セ ン タ ー

椙 山 人 間 学 研 究 セ ン タ ー

理 事 長

人 間 関 係 学 研 究 科

人 間 関 係 学 科

エ ク ス テ ン シ ョ ン セ ン タ ー

総 合 ク リ エ イ テ ィ ブ セ ン タ ー

オ ー プ ン カ レ ッ ジ セ ン タ ー

看 護 学 部

図 書 館

入 学 セ ン タ ー

大 学 情 報 教 育 開 発 セ ン タ ー

中 学 校

( 校 長 ： 河 野 庸 介 ）

教 育 学 部

大 学 院

生 活 科 学 研 究 科

生 活 科 学 部

管 理 栄 養 学 科
学 園 長

生 活 環 境 デ ザ イ ン 学 科

人 間 生活 科学 専攻 博士 後期 課程

国 際 言 語 コ ミ ュ ニ ケ ーシ ョン学科

食 品 栄 養 科 学 専 攻 修 士 課 程

人 間 関 係 学 専 攻 修 士 課 程

生 活 環 境 学 専 攻 修 士 課 程

国 際 交 流 セ ン タ ー

現 代 マ ネ ジ メ ン ト 学 科

心 理 学 科

表 現 文 化 学 科

国 際 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 学 部

看 護 学 科

椙 山 歴 史 文 化 館

椙山女学園 食育 推進 センター

大 学

（ 学 長 ： 森 棟 公 夫 ）

高 等 学 校

人 間 関 係 学 部

子 ど も 発 達 学 科

現 代 マ ネ ジ メ ン ト 学 部

( 校 長 ： 河 野 庸 介 ）

理 事 会

評 議 員 会

幼 稚 園

（ 園 長 ： 山 口 雅 史 ）

小 学 校

( 校 長 ： 宇 土 泰 寛 ）

 

(2) 事務組織図                         （平成２５年３月現在） 

キ ャ リ ア サ ポ ー ト 課

入 試 課

学 生 課

財 務 管 財 部

管 財 営 繕 課

教 務 課学 務 部

生 活 科 学 部 事 務 室

国 際 コミ ュ ニ ケー シ ョ ン学 部事 務 室

文 化 情 報 学 部 事 務 室

総 務 課

企 画 広 報 部

山 添キャンパ ス事務課

日 進キャンパ ス事務課

検 収 セ ン タ ー

人 事 課

企 画 課

図 書 館 課 教 育 学 部 事 務 室

現 代 マ ネ ジ メ ン ト 学 部 事 務 室

看 護 学 部 事 務 室

広 報 課

財 務 経 理 課

評 議 員 会

事 務 局
理 事 会

理 事 長

総 務 部

監 事 監 査 室
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３ 役員 

(1) 役員（理事・監事）                           （敬称略、平成２５年３月３１日現在） 

区 分 氏 名 常勤・非常勤 摘要 

理事長 森棟 公夫 常 勤 

平成２４年４月理事就任 

平成２４年４月理事長就任 

（任期：平成２５年３月まで） 

理事 

椙山 正弘 非常勤 
平成２３年４月理事就任 

（任期：平成２７年４月まで） 

木下 宗七 非常勤 
平成２４年４月理事就任 

（任期：平成２７年４月まで） 

杉野 明子 非常勤 
平成２４年３月理事就任 

（任期：平成２７年４月まで） 

川﨑 泰資 非常勤 
平成２３年４月理事就任 

（任期：平成２７年４月まで） 

河野 庸介 常 勤 
平成２３年４月理事就任 

（任期：平成２５年１０月まで） 

重冨  亮 非常勤 
平成２３年４月理事就任 

（任期：平成２７年４月まで） 

向井 一夫 常 勤 
平成２４年４月理事就任 

（任期：平成２７年４月まで） 

監事 

安藤 愛 非常勤 
平成２３年４月監事就任 

（任期：平成２７年４月まで） 

田村 尚子 非常勤 
平成２１年４月監事就任 

（任期：平成２５年４月まで） 

（理事定員８～９名、監事定員２名） 

 

(2) 評議員                                       （敬称略、平成２５年３月３１日現在） 

鈴 木 俊 道 泉   有 亮 冨 田 明 美 北 岡   崇 中 村 好 志 

杉 藤 重 信 戸 部 栄 一 深 谷 輝 彦 増 井   透 米 田 公 則 

 本 伸 晃 大 森  子 後 藤 宗 理 澤 田 善次郎 中 島 義 秋 

堀   孝 宏 佐 野 輝 明 宇 土 泰 寛 山 口 雅 史 髙 木 吉 郎 

小 林 嗣 明 加 藤 元 子 杉 野 明 子 佐 々 雅 代 井 上 緋蛾子 

冨 田 寛 子 篠 﨑 桂 子 川 村 敏 雄 米 澤 弘 和 田 中 徹 彌 

兵 藤   平 （評議員定員３１名） 

 

 

(3) 所属長                                               （平成２５年３月３１日現在） 

    理事長                   森 棟 公 夫 

    椙山女学園大学長              森 棟 公 夫 

    椙山女学園高等学校長・椙山女学園中学校長  河 野 庸 介 

    椙山女学園大学附属小学校長         宇 土 泰 寛 

    椙山女学園大学附属幼稚園長         山 口 雅 史 

    総合クリエイティブセンター総長       森 棟 公 夫 

    オープンカレッジセンター長         戸 部 栄 一 

    学園情報センター長             森 田 浩 三 

    椙山人間学研究センター長          椙 山 孝 金 

    事務局長                  髙 木 吉 郎 
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４ 教職員 

(1) 教員数                        （平成２４年５月１日現在） 

教授 准教授 講師 助教 助手 合計

管理栄養学科 7 4 2 1 7 21

生活環境デザイン学科 9 4 2 3 2 20

計 16 8 4 4 9 41

国際言語コミュニケーション学科 8 6 1 0 0 15

表現文化学科 8 2 2 0 1 13

計 16 8 3 0 1 28

人間関係学科 15 4 2 1 0 22

心理学科 8 3 1 1 0 13

計 23 7 3 2 0 35

文化情報学科 11 1 3 0 0 15

メディア情報学科 10 2 2 0 1 15

計 21 3 5 0 1 30

現代マネジメント学部 現代マネジメント学科 9 10 4 0 0 23

教育学部 子ども発達学科 15 8 4 0 0 27

看護学部 看護学科 15 6 8 0 21 50

115 50 31 6 32 234

※学長は生活科学部管理栄養学科の教授に含む。

人間関係学部

合　計

学部・学科

生活科学部

国際コミュニケーション学部

文化情報学部

 
学校

高等学校（期限付3を含む）

中学校（期限付2を含む）

小学校（期限付6を含む）

幼稚園（期限付4を含む）

20

13

教員

64

36

 

 

(2) 職員数                  （平成２４年５月１日現在） 

107

11

36

事務局長

合　計

総務部（総務課・日進キャンパス事務課・
山添キャンパス事務課・人事課・図書館課）

企画広報部（企画課・広報課）

財務管財部（財務経理課・管財営繕課）

学務部

（教務課・学生課・入試課・キャリアサポート課）

部署 職員

1

48

11

 

 

５ 設置する学校の概要 

(1) 設置する学校・学部・学科の名称、所在地 

椙山女学園大学・大学院 

星が丘キャンパス 

 〒464‐8662 名古屋市千種区星が丘元町１７番３号 

   大学院 

    ・生活科学研究科（人間生活科学専攻博士後期課程、食品栄養科学専攻修士課程、  

生活環境学専攻修士課程） 
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   大学 
    ・生活科学部（管理栄養学科、生活環境デザイン学科） 

    ・国際コミュニケーション学部（国際言語コミュニケーション学科、表現文化学科）  

    ・文化情報学部（文化情報学科、メディア情報学科） 

    ・現代マネジメント学部（現代マネジメント学科） 

    ・教育学部（子ども発達学科） 

    ・看護学部（看護学科） 

日進キャンパス 

 〒470-0136 愛知県日進市竹の山三丁目２００５番地 

   大学院 
    ・人間関係学研究科（人間関係学専攻修士課程） 

   大学 
    ・人間関係学部（人間関係学科、心理学科） 

椙山女学園高等学校 全日制課程普通科 

椙山女学園中学校 

椙山女学園大学附属小学校 

椙山女学園大学附属幼稚園 

山添キャンパス 

 〒464-0832 名古屋市千種区山添町２丁目２番地 

 

(2) 設置する学校・学部・学科の入学定員、入学者数、在籍者数（平成２４年５月１日現在） 

入学定員 収容定員 在籍者数

人間生活科学専攻（博士後期課程） 3 9 3

食品栄養科学専攻（修士課程） 6 12 9

生活環境学専攻（修士課程） 6 12 6

計 15 33 18

人間関係学研究科 人間関係学専攻（修士課程） 20 40 29

35 73 47

2年次 3年次

管理栄養学科 120 － － 122 480 500

食品栄養学科 － － － － － 1

生活環境デザイン学科 132 2 3 147 540 595

計 252 269 1,020 1,096

国際言語コミュニケーション学科 105 － 10 115 444 489

表現文化学科 95 － 10 106 404 456

計 200 － 20 221 848 945

人間関係学科 120 － 8 137 496 597

心理学科 100 － 8 111 416 466

臨床心理学科 － － － － － 2

計 220 － 16 248 912 1,065

文化情報学科 120 － 2 128 650 735

メディア情報学科 120 － 3 123 240 262

計 240 5 251 890 997

現代マネジメント学部 現代マネジメント学科 170 － － 178 680 748

教育学部 子ども発達学科 160 2 3 171 613 701

看護学部 看護学科 100 － － 106 300 315

1,342 1,695 5,263 5,867

※注１：平成２２年度より看護学部を開設し、年次進行中のため、看護学部のみ３年次までの収容定員である。

※注２：平成２３年度よりメディア情報学科を増設し、年次進行中のため、メディア情報学科のみ２年次までの収容定員である。

収容定員 在籍者数

高等学校 1,485 1,220

中学校 900 666

小学校 240 340

幼稚園 290 252

文化情報学部

90

学部・学科 入学定員
編入学定員

学校 入学者数

435

212

58

生活科学部

在籍者数

人間関係学部

合　計

研究科・専攻等

国際コミュニケーション学部

収容定員

18

入学者数

入学者数

合　計

11

生活科学研究科

0

5

2

7
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６ 校地および校舎等の概要 

(1) 校地・校舎等の概要                  （平成２４年５月１日現在） 

校地面積（㎡） 校舎等面積（㎡） 摘　要

星が丘キャンパス 52,347 73,441

日進キャンパス 80,743 10,562

山添キャンパス 37,398 33,394

その他 9,780

合　計 180,268 117,397  

 

(2) 取得、処分等 

○取得処分等 

校地取得はなかった。小学校校舎新築のため校舎取得の合計は 5,515.34 ㎡であった。校地およ

び校舎処分はなかった。 

 

Ⅱ 事業の概要 

Ａ 学園全体 

１ 学園 

 (1) 小学校校舎の新築工事 

平成２４年２月より着工した小学校新校舎新築工事は、計画通りに進捗し、平成２５年２月２８日に

建築請負業者より校舎の引き渡しを受けた。校舎は鉄筋コンクリート造５階建、延べ床面積 5,515.34

㎡となった。普通教室、特別教室、図書・メディア室、職員室等以外に屋内運動場を備え、屋上は屋外

運動場として整備した。新校舎敷地と旧校舎敷地とは公道を挟んで位置するため連絡橋を設置した。  

なお、平成２５年度に実施する幼稚園改築工事のため、旧校舎は幼稚園の仮園舎として利用する。平

成２６年度に一部を除いて取壊し、校舎跡地をグランドとして整備するとともに、正門、連絡橋へ上る

ためのスロープを設置する。 

 

 (2) 新学生寮への移転 

椙山女学園大学専用の寮として建築された建物（鉄筋コンクリート造９階建）１棟を平成２５年３月

１４日から借用し、新「富士見寮」として開設、平成２５年３月１８日より入寮を開始した。新「富士

見寮」は１５２室の居室、集会場、コインランドリー、自販機コーナー、パソコンコーナー、屋外駐輪

場を備える。なお、旧「富士見寮」、「代万寮」については、施設の原状回復を行い、賃貸借契約を終

了した。 

 

 (3) 大学における認証評価の準備 

大学では、平成２５年度に２回目の公益財団法人大学基準協会の認証評価を受ける。平成２５年３月

末に「点検・評価報告書」および「大学基礎データ」を提出した。平成２５年度は、大学基準協会の書

面評価と実地調査が行われ、最終的に大学基準に適合しているかどうかの評価結果が通知される。この

認証評価の結果を真摯に捉え、積極的な改善・改革を行い、大学の内部質保証システムを機能させ、よ

り良い大学を作っていく。 

 

２ 事務局 

(1) 申請・届出等 

本年度は、平成２２年度開設の看護学部看護学科および平成２３年度に文化情報学部に増設したメデ

ィア情報学科の履行状況報告を行い、看護学部に係る大学設置・学校法人審議会による教員審査の手続

を行った。 

大学設置・学校法人審議会大学設置分科会の審査についての留意事項はなかったものの、学校法人分

科会の審査において、「消費支出に対する教育研究経費の割合が同系統の大学等を設置する学校法人に

比べて低く、近年この割合が低下傾向にある」との指摘がされた。 

このことについて、速やかにかつ組織的に改善に向けた検証と対応を行うとともに、改善措置の履行
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状況等報告を行うこととする。 

 

(2) 理事会・評議員会活動 

本年度は、定例理事会を４月、５月、６月、７月、９月、１０月、１１月、１月、２月、３月の計１

０回、臨時理事会を１月に１回開催した。 

評議員会は、定例評議員会を５月および３月に、臨時評議員会を１１月に開催した。 

 

(3) 事務局の中期目標および中期計画 

平成２３年６月に平成２３年度から向こう３年間の「第２期椙山女学園事務局中期目標・中期計画」

を策定している。各課室においては、目標実現に向けた課室としての具体的方策を掲げるとともに、毎

年度３月に当該年度の実施・実現の状況をチェックシート形式で検証している。  

このことにより、各課室の業務の実施・実現状況を洗い出し、事務局内で共有するとともに、次年度

の業務計画の改善に役立てた。 

 

(4) 規則・制度・ＵＳＲに関する諸活動  

平成２３年度の教員の論文盗用等の不祥事を踏まえ、平成２４年３月に「椙山女学園大学学術研究倫

理憲章」および「椙山女学園大学学術研究倫理ガイドライン」を制定し、学内の研究倫理体制の強化に

努めたものの、平成２４年度においても再び教員の論文盗用等不祥事が発生し、社会からの信頼を損な

う事態となった。平成２４年度は、研修会の実施、新任職員への周知等を図ったが、次年度以降も引き

続き対応していく。 

また、非常時（特に大規模地震発生時）を想定した体制を強化するため、防災備蓄品等の防災用品の

整備、対策検討ワーキンググループによる必要な検証を行ったものの、具体的な対応の整備にまでは至

らなかった。平成２５年度は、早急に防災計画の見直しおよび必要な組織体制の再整備並びに対応マニ

ュアルの策定を行う。 

 

(5) ＩＲに関する諸活動 

本年度は「椙山女学園企画広報部ＩＲ室要綱」の制定をうけて、平成２４年４月に企画広報部ＩＲ室

が発足し、月に一度ＩＲ室員会議を開催した。会議では、各課が保有しているデータの洗い出しを行い、

ＰＤＣＡサイクルに基づき自己点検を行う資料である「点検・評価報告書」（認証評価を受ける際の提

出資料）の章立てを参考に内容の分類を行った。また、教育の質保証に関するデータ（教育ＩＲ）を整

備することを目的として、「教育効果の測定に必要な項目と目的」（一覧）をまとめ、必要なデータの

所在がわかるようリンク集の作成を行った。 

その他、事務職員を対象に、平成２４年１２月に「教育の質向上を目的とした各課でのＩＲ施策につ

いて」と題して、ＩＲ室員によるＩＲ室活動報告会、平成２５年 1 月に「本学におけるＩＲの現状・

課題・展望」と題して、全事務職員を対象にＩＲ室長による講演を行った。  

 

(6) 人事・労務に関する諸活動 

① 業務の効率化・人材育成 

平成２３年１月から実施しているノー残業デーが２年目を迎えて定着し、繁忙期を除き、水曜日には

定時帰宅が定着している。また、平成２４年１１月２１日には、愛知県内一斉ノー残業デーに協力して

実施した。 

研 修 に つい ては 、 大学の マ ネ ジメ ント を 支援す る た めに 大変 重 要な役 割 を 果た す Ｉ Ｒ

（Institutional Research）について、事務職員全員に、ＩＲ室長である企画広報部長を講師として研

修を行った。階層別事務職員研修については、学外の宿泊施設を利用し、係長級の職員を対象に実施し

た。本年度の外部研修としては、公益財団法人大学コンソーシアム京都が主催する、職員対象海外研修

プログラムに職員が１名参加した。その他、日本経営協会等外部の研修機関が実施する研修に職員を派

遣した。 

② 給与・手当の見直し 

本年度は、事務職員の俸給について、平成２４年４月以降に採用される事務職員に適用される給与規

程が施行され、職務・職責に応じた給与の支給となった。 

また通勤手当について、通勤手段を交通機関、交通用具、両者の併用、徒歩に区分し、それぞれの通

勤方法等に応じた、適正な通勤手当を支払うための関係規程を整備した。これについては、平成２５年

度から施行となった。その他、人件費の節減について、現在の社会状況から乖離した手当がないか、検

討を行っている。 

③ 雇用管理の適正化 

有期契約労働者の雇用管理については、労働契約法改正に対応するため学校法人椙山女学園非常勤講

師就業規則を新たに制定した。さらに、嘱託事務職員などその他の有期契約労働者に適用する就業規則
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の制定に向けて検討を進めている。 

また大学の専任教育職員について、定年制の見直しを行い、採用時の年齢により定年を７０歳と６５

歳とする規程改正を行って、平成２６年度から施行予定である。 

平成２３年度から実施している専任事務職員の昇任試験制度が２年目を迎え、本年度は４人の職員が

係長級へと昇任することが決定された。 

ハラスメント防止・対策では、ハラスメント相談室の充実を図るため、ハラスメント相談室の開室日

を週２日から週４日へ増加させ、これに応じてハラスメント相談員を１名から２名へと増員した。  

今後の課題は、労働時間の見直し、特に時間外勤務の削減および目標管理制度についてであり、継続

的に調査・検討する。 

 

(7) 財務に関する諸活動 

少子化の進行、景気の低迷等厳しい環境の中で、これまでの予算執行および事業内容の見直し、無駄

な経費の削減、必要な事業への重点配分等を検討する必要がある。 

平成２４年度新規事業予算では、小学校校舎建替費として１，４８０百万円を計上したことから、前

年度比１，４２６百万円の増加となった。こうした多額を要する施設設備更新等に対して、緊急性と重

要性を検討し、新規事業の裁定を行った。 

また、大学においては、科学研究費助成金への応募・採択の状況により学部の経常費積算根拠となる

教員研究費を１００千円を減額又は増額する制度を導入した。 

学生への財政的支援としては、従来の奨学金に加えて本年度は「椙山女学園大学同窓会奨学金」の募

集を開始し、３名に奨学金を支給した。 

研究費等の不正使用防止の徹底を図るため、前年度に引き続き、新任教員へのガイドラインの説明会、

会計担当者連絡会による周知徹底を行った。 

私立大学経常費補助金の獲得については、実態を調査、調整し、適切な申請を行ったほか、「産業界

のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」として９百万円、「私立大学教育研究活性化設備整

備事業」として１５百万円を獲得した。 

入学後の新入学生の保護者を対象とした「施設整備・教育研究充実のための寄付金」の募集を実施し、 

２０，３６０千円の寄付金が寄せられた。なお、平成２３年度までの寄付金を原資として、本年度は大

学７，２２０千円、高等学校・中学校８，２９０千円の施設設備・教育事業を実施した。  

 

(8) 施設に関する諸活動 

平成２４年度事業計画において重要事項とした小学校校舎の新築工事および新学生寮への移転につい

ては、「１学園-(1)小学校の新築工事」および「１学園-(2)新学生寮への移転」の通り実施した。 

① 改修 

教育環境の充実を図るために、施設・設備の改修工事を以下の通り実施した。  

 大学：人間関係学部２号棟２階・３階トイレ改修工事、現代マネジメント学部２階トイレ改修工事、

昇降機改修工事（大学会館他）、体育館電動暗幕改修工事、大学会館受変電設置工事、ゴ

ルフレンジ扇風機取付工事 

 中高：椙山スポーツセンター更衣室空調工事 

② 保全 

施設設備の老朽化対策を毎年度計画的に実施し、教育環境の改善に努めた。平成２５年度以降は施設

設備の保全工事を実施し、既設の施設設備を継続利用することと併せて、施設の建て替えを視野に入れ

たキャンパス整備を計画、実施していく予定である。平成２４年度に実施した保全工事は以下の通りで

ある。 

大学：教育学部外壁改修工事、国際コミュニケーション学部増築棟２階屋根漏水補修工事、文化情報

学部１階東面外壁サッシ改修工事、キャンパスヤードタイル張替補修工事、星が丘キャンパ

ス屋内消火栓ホース取換工事 

中高：椙山スポーツセンター外構補修工事 

③ 防災対策 

大震災に備え、各キャンパスに地震緊急放送受信配信システムを導入した。また、防災備蓄品を昨年

度以上に充実させた。 

④ 省エネルギー活動 

学園は「第二種エネルギー指定工場等」および「特定事業者」として指定されていることから、使用

する電気、ガスのエネルギー消費原単位を平成２５年度まで毎年度平均して平成２１年度比１％低減す

る義務がある。昨年度までは集中検針・デマンド監視システムの導入、省エネ効率の高い空調機への更

新および空調遠隔監視システムの導入による使用状況集中制御の実施等の省エネ対策により、大幅なエ

ネルギー使用量の削減を実現することができた。平成２４年度は昨年度までに実現した効果を継続する

ことを目標にエネルギー使用量の低減に努めた結果、平成２４年４月から平成２５年２月までのエネル

ギー使用量累計で前年比０.４％の減少となった。 
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⑤ 施設の有効活用 

平成２４年度は目的内および目的外の施設利用状況の調査を実施した。この調査結果をもとに、施設

の具体的な使用方法、費用徴収に関すること等詳細事項を検討し、施設利用規程案を作成した。平成２

６年度からの実施を目標に、平成２５年度もこの活動を継続する。 

 

(9) 広報活動 

平成２４年度広報展開を見渡し、平成２５年４月に小学校収容定員増と同じく小学校に学童クラブを

含む椙山女学園アフタースクールの開設があったため、この２点を重点に広報活動を行ってきた。例年、

創立記念日に行っている新聞広告での露出を多くしたほか、地下鉄駅で掲出する看板にも同様に掲出し

た。また、情報をより直接的に届けるため、幼稚園で配付される情報誌への広告掲出を行っている。そ

の他、新聞での折込チラシの配付エリアを拡大し、積極的な広報を展開した。学園広報として、『ピン

クリボンキャンペーン』（日本対がん協会、朝日新聞社主催）への協力等を行った。 

大学広報では、大学が行うイベントでの参加者の反応や予備校等が行う受験生の志願動向に合わせ、

学部学科の均衡に拘らず、広報を行った。受験雑誌等の媒体出稿に関する業務を広報課が学園広報と統

合して２年目となり、業務進行は円滑になっている。また、『活字文化公開講座』（読売新聞社主管）

の開催など、大学としてのブランド力の醸成にも努めている。 

一方、高等学校以下の補助バッグで馴染みのあるタータンチェックを「Sugiyama Tartans」として

スコットランド・タータン登記所（The Scottish Register of Tartans）に登録した。これに基づき、

紙製バッグを制作しており、各種イベントで利用され始めている。このように、より効果的で親和性の

高いＶＩデサインの活用を行っている。 

ホームページ（ＨＰ）関連では、ＨＰのトップ画面のバナーのヴィジュアル等を整理し、より見やす

くすることで将来のＨＰ改定を視野に入れた変更を行った。スマートフォンなどデバイスの多様化など

ＨＰをめぐる環境は目まぐるしく変化している。平成２５年度以降、ＨＰの改定をはじめ、各コンテン

ツのさらなる充実、学園全体をひと括りに捉える広報展開から学校ごとの魅力の発信への転換をいかに

行うことができるかが当面の課題であると考えている。  

 

３ センター等 

(1) オープンカレッジセンター 

椙山オープンカレッジの講座は、新時代に社会貢献できる学園の新しい可能性を見出していくことを

コンセプトとし、学園の有する人材および施設設備を活用して、広く一般に対して生涯学習の講座を提

供している。 

平成２４年度は、文化・教養を深めるための生涯学習プログラムである「カレッジ独自講座」を６６

講座、資格・検定対策を主とした各種支援プログラムである「キャリアアップ講座」を７３講座、計 

１３９講座を開講した。両講座の総受講者数は、２,４２８名となり前年比２５０名増となった。また、

本年度からキャリアアップ講座に「社会福祉士国家試験対策講座」を加えた結果、２名（在学生１名、

卒業生１名）の合格者を出すことができた。さらに秘書技能検定において本学が団体優秀賞に選ばれた

ほか、国際コミュニケーション学部の学生が日本秘書クラブ賞賛状を授与された。 

椙山オープンカレッジの広報活動として、パンフレットを１万５００部作成し、既会員および希望者

に対し郵送した他、中日新聞へのチラシ折込を２回、中日新聞朝刊への突出広告掲載を５回実施した。

また、中日新聞の販売店が無料配布する冊子「Ｃｌｉｆｅ」への広告掲載を２回実施した。 

 

資格試験合格者奨励金受給者数 

資格・検定試験名 Ⅰ期給付者 Ⅱ期給付者 Ⅲ期給付者 合計 

２級ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ技能士ＡＦＰ   ６   ６ 

総合旅行業務取扱管理者   ７   ７ 

国内旅行業務取扱管理者  １１  ２ １３ 

日商簿記検定２級    １  １ 

販売士検定２級  １１  １１ 

秘書技能検定準１級 ５  １  ８ １４ 

合計 ５ ３６ １１ ５２ 
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(2) 学園情報センター 

① パソコン利用環境の整備 

学内のパソコン利用環境を順次整備し、学生および教職員のパソコン利用環境を安定して提供すると

ともに、機器の高性能化・高機能化およびソフトウェア／コンテンツの拡充を進める。 

本年度は、各学部と協力し、(ｱ)文化情報学部２教室、(ｲ)教育学部１教室のパソコン、プリンタ等を

更新するとともに、メディア棟大講義室の液晶マルチディスプレイ等設備整備を進めた。また、星が丘

キャンパスと日進キャンパスの双方向で遠隔授業を実施する環境を整備した。 

② ネットワーク・サーバ環境の整備 

統合・高速化・高機能化の作業を順次進めることにより、安定したネットワーク環境およびサーバ環

境の運用を図るとともに、システムの経済化や運用コスト削減を進める。特に仮想サーバ環境を拡充整

備し、既存の学園内物理サーバの仮想化および新規サーバ構築のためのプラットフォームを提供する。 

本年度は、(ｱ)外部接続回線および大学キャンパス間接続回線の大容量化、(ｲ)仮想サーバ環境の拡充

および事務サーバの仮想化、(ｳ)無線ＬＡＮ環境拡充および無線ＬＡＮ利用申請自動化を行うとともに、

小学校新校舎ネットワーク構築支援を進めた。 

③ 情報セキュリティの向上 

電子情報セキュリティ対策を安定的に運用するとともに、学内規程、ガイドライン等の見直しを順次

実施する。 

本年度は、(ｱ)学生・教職員のパスワード強化の注意喚起および指導、(ｲ)改ざんされたサイトへのア

クセスに起因するウィルス感染対策の注意喚起、(ｳ)新規採用者に対する情報セキュリティ研修を実施

した。 

 

(3) 椙山人間学研究センター 

椙山人間学研究センターには、現在、①プロジェクト調査・研究活動、②人間講座の開催、③椙山フ

ォーラムの開催、④年誌『椙山人間学研究』の発刊という４つの事業がある。  

プロジェクト調査・研究活動としては、現在、「総合人間論」「女性論」「人間発達論」「日本・ア

ジア文化と人間」「環境と人間」の５プロジェクトを擁し（「人間発達論」は本年度活動休止）、昨年

度から継続的に展開した。各プロジェクトでは、本学園の教育理念「人間になろう」に基づいた人間研

究の拠点として、人文科学・自然科学・社会科学など学際的な分野における知の創造の場となっている。

今後も、引き続き、研究成果を学内外に広く発信し、社会貢献、学術の振興に寄与していく。  

人間講座の開催については、学内講師１名、学外講師３名（第１回 内海博司氏（京都大学原子炉実

験所名誉教授）、第２回 木村光伸氏（名古屋学院大学教授）、第３回 奥村潤子氏（日本赤十字豊田

看護大学教授）、第４回 山根一郎氏（本学部教授））を迎えて、計４回開催した。本年度の講座のテ

ーマを「災害」として情報提供したところ、本学園の教職員や在学生をはじめ、近隣市民など計１８７

名（年４回累計）の参加があった。 

椙山フォーラムの開催については、第２６回椙山フォーラム『その時何が起きるのか～南海トラフ巨

大地震を想定して～』と題して、平成２４年１２月１５日に開催し、参加者は２００名であった。講演

者は、山岡耕春氏（名古屋大学教授）、井戸田秀樹氏（名古屋工業大学教授）、奥村潤子氏（日本赤十

字豊田看護大学教授）、栃窪優二氏（本学教授）の４名を迎えて行った。今回のフォーラムは、地震学

の専門家、建築学の専門家、看護師、ジャーナリストといったさまざまな視点から、地震に関する正し

い知識を提供することによって、参加者の市民とともに防災について考え直す機会となった。 

年誌の発刊については、『椙山人間学研究２０１２』第８号を年度末に刊行し、全国の大学図書館お

よび教育関係団体に送付した。ホームページ上でも公開し、積極的な情報発信を図っている。年誌には、

プロジェクト調査・研究活動の成果をはじめ、椙山フォーラムの報告、人間講座の報告を掲載している。  

 

(4) 椙山女学園食育推進センター 

① 食育に関する講演会の開催 

第２５回椙山フォーラム『がん予防は子どものときの食生活から』を６月１６日に開催した。静岡県

立大学環境科学研究所教授の若林 敬二氏、愛知県がんセンター研究所長の田島 和雄氏、東京家政学

院大学客員教授の宗像 伸子氏、椙山女学園大学看護学部教授であり食育推進センター主任の中島 正

夫氏に、専門家および管理栄養士の立場から講演していただいた。参加者は２２５名であった。 

② 食育に関する事業の企画、立案および実施 

平成２３年度に実施した「食」に関する実態調査について、本年度は全国調査との比較を行った後、

報告書としてまとめ、学園内関係者に配付した。また、結果の一部をホームページ上に公開した。実態

調査の詳細分析については管理栄養学科と共同研究を行い、各学校種における食育に関する教育や指導、

センターの食育活動支援の改善に役立てる。 

大学における食育の推進として、「人間論」での食育授業、大学キャンパスにおける食環境整備を昨

年度から継続して実施した。本年度も管理栄養学科の卒業研究指導生、センター、学内の飲食業者とプ

ロジェクト会議を開催し、新たに食堂のメニュー表示の作成、卓上メモ等の啓発資料の更新等を行った。
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また、女子大学生にとって一日に必要なカロリーや栄養素の３分の１を摂取できる「ヘルシーメニュ

ー」を学内の食堂で販売するとともに、山崎製パン株式会社と共同開発した「バランス弁当」を学内外

で販売した。さらに、前期と後期に「食育料理教室」や「栄養相談会」を開催した。 

中学校・高等学校における食育活動の支援として、本年度は、大学キャンパス食環境整備事業を中学

校・高等学校へ適用した。４月に中学校・高等学校、管理栄養学科の卒業研究指導生、飲食業者とプロ

ジェクトチームを結成し、７月に管理栄養学科の協力を得て、中学校・高等学校の全生徒を対象にして

「昼食の選択などに関するアンケート」を実施した。また、１０月には家庭科の授業内で中学生・高校

生用の食事バランスガイドのリーフレットを配布し、ランチルームにおいても食事バランスガイドや栄

養に関する情報を掲載したポスターや卓上メモを掲示および設置した。 

小学校における食育活動の支援としては、平成２５年３月に、附属小学校の親子を対象とした「親子

料理教室」を実施した。 

幼稚園における食育活動の支援としては、幼稚園の食育に関する指導の全体計画・年間計画の策定支

援を行った。 

③ 食育関連事業への支援 

本年度は、学内１件（中学校入学式）、学外諸団体５件（①名古屋市千種生涯学習センターとの共催

講座、②東邦ガス主催「東邦ガス料理教室」、③尾張旭を日本一にする会・尾張旭市観光協会主催「第

１回紅茶フェスティバル in 尾張旭」、④愛知県主催「平成２４年度あいち食育いきいきミーティン

グ」、⑤名古屋市中央卸売市場北部市場との共催「北部市場コラボ料理教室」）の各事業に対し、本セ

ンターから講師派遣や企画協力等を行った。今後も、引き続き学内および学外諸団体と連携し、「食に

対する正しい知識」や「食を選択する力」を身につける機会を提供していく。 

 

(5) 椙山歴史文化館 

本年度は、活動テーマとして「学園の広報」（学園資料の研究と公開を通した地域貢献）と「自校

（史）教育」の２本柱を掲げ、更に「教育」「研究」「広報」「整理」の４つの観点から運営計画を推

進した。 

① 教育は、下記のように実施した。 

(ｱ) 「椙山歴史検定」を実施した。 

(ｲ) 各学校の授業や外部機関等について以下の見学を受け入れた。 

・大学の各学部のゼミ等における見学 

・併設中学校・高等学校の土曜講座における見学 

・附属小学校の総合学習における見学 

(ｳ) 学芸員養成課程の学内博物館実習を行った。 

② 研究は、下記のように実施した。 

月に２回程度「雛形研究会」を開催し、椙山歴史文化館に所蔵されている裁縫雛形の分類と台帳

作成を進めるとともに、専門委員とも連携し、雛形資料のデジタル化を行った。 

③ 広報は、下記のように実施した。 

(ｱ) リーフレット内容の見直しを行った。 

(ｲ) 文化情報学部の学生が授業の一環として制作した映像（「椙山女学園と戦争」「裁縫雛形か

ら学ぶ」）を展示室およびホームページ上で公開し、多くの方が閲覧できるよう整備した。 

(ｳ) 歴史文化館ニュース第７号、第８号を発行した。 

(ｴ) 愛知県史（愛知県史資料編３５）編さん委員会に資料を提供した。 

(ｵ) オープンキャンパス、ホームカミングデイ、保護者会、その他会合等による来校者への見学

会を行った。 

(ｶ) ＪＡ出版部発行の雑誌『ちゃぐりん』８月号に掲載された前畑秀子氏の伝記漫画の監修を行

った。 

(ｷ) 文化展示室企画展として『モノとデジタルアーカイブ：その現実と実際』『生活環境デザイ

ン学科卒業作品展』『生活科学部（旧家政学部食物学科）のあゆみ展』を開催した。 

(ｸ) 歴史展示室に iPad３台とタッチ式モニター１台を設置し、デジタル化した資料の閲覧ができ

るよう整備した。 

(ｹ) 学園の年刊誌『糸菊』のデジタルデータを館内で閲覧できるよう整備した。 

④ 整理は、下記のように実施した。 

(ｱ) 歴史文化館保存資料（「掛け軸」「絵画」「手稿類」など）の整理を行った。  

(ｲ) 寄贈資料の整理・保存・展示を行った。 

(ｳ) メモリアルルーム（山添キャンパス内）のオープンに向け、展示資料の収集・整理を行うと

ともに、展示レイアウトの検討を行った。 

(ｴ) 文化展示室の一部を改修し、展示スペースを拡張した。 
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Ｂ 椙山女学園大学 

１ 申請・届出等 

(1) 椙山女学園大学大学院 

人間関係学研究科の臨床心理学領域の教育課程充実を図るために必要な大学院の学則変更を行い、平

成２５年２月に変更の届出を行った。 

 

(2) 椙山女学園大学 

インターネットを利用した出願の際は入学検定料を減額すること、大規模自然災害に対する安全教育

に関する科目を追加すること、その他各種法令等の改正および各学部の教育課程の充実を図るために必

要な学則変更を行い、平成２５年２月に変更の届出を行った。 

 

２ 教育事業 

(1) 全学共通科目「人間論」・教養教育 

① 全学共通科目「人間論」 

建学の精神の理解と豊かな人間観を育むことを目的とした全学共通科目「人間論」を全学部１年生の

必修科目として開講した。講義は、４つの側面から学部長始め学長委嘱された各分野の専任教員が、学

園の歴史と教育理念「人間になろう」の理解と「人間とはどんな存在か、人間はいかに生きるべきか」、

キャリアデザイン教育、食育、エコ・環境問題について実施した。 

② 教養教育科目の共通化 

平成２４年度は国際コミュニケーション学部、人間関係学部、現代マネジメント学部および教育学部

で教養教育科目と専門教育科目を再編すると共に、外国語科目の科目名の統一化（科目名の後につける

数字、アルファベット等の記載含む）について学則改正を行い、平成２５年度より施行することとなっ

た。これによりほぼ全学で各領域の形式的科目名の整理・区分は整った。平成２５年度からは、女子大

学として、また特色ある本学独自の教養教育についての本質的充実を図るための検討を行うこととした。  

③ キャリア教育の実施状況 

平成２２年度に文部科学省の就業力育成支援事業として採択された「トータルライフデザイン教育の

構築と推進」をスタートさせ、女子総合大学におけるライフステージを意識したトータルライフデザイ

ン教育に取り組んできた。平成２４年度は、リーフレット「Total Life Design トータルライフデザ

イン教育の構築と推進」を作成し、「椙山女学園トータルポートフォリオシステム SUCCESS 活用ガイ

ド」と合わせて学生がキャリア教育科目を分かりやすく履修できるようにした。また、各学部の教養教

育科目・専門教育科目の中から社会的・職業的自立のためのキャリアに関する科目を「生涯キャリア科

目群」、「生活領域キャリア科目群」、「実践キャリア科目群」に仕分け、さらに他学部開講科目とし

て「仕事学概論」、「ビジネス文書と文書管理」等を２年次に開講し、３年次後半から始まる就職活動

にも活かせるようにした。また、三重大学を幹事校とした中部圏２３大学が連携した「産業界のニーズ

に対応した教育改善・充実体制整備事業」に連携校として採択され、取組テーマのうち「アクティブ・

ラーニングを活用した教育力の強化」に取り組んでいる。 

 

(2) 学部教育 

【生活科学部】 

管理栄養学科では、社会が求める管理栄養士の育成を基本に、「臨床栄養」、「食育」および「食

品」の３分野に特色を出し、２年目に入った新カリキュラムを軌道に乗せた。平成２４年度は調理・給

食経営管理分野の教育・研究に相乗的発展を目指して、これらの分野における教育・研究の一体化を図

った。また、導入を検討してきた栄養情報担当者（ＮＲ）認定試験受験資格等の取得については、学科

で再検討した結果、現時点ではこれらの資格取得のメリットが少ないとして導入を見送ることを決定し

た。 

生活環境デザイン学科では、学力ばかりでなく優れた感性を備えた学生をも幅広く受け入れるため、

入試制度に多くの工夫を加えており、全ての入試において前年を上回る受験生を集めることができた。

また、持続性ある生活環境の構築のため、「ものづくり」に加えて昨年に引き続き「ものの活用法」や

「地球環境」をも視野に入れた教育を強化した。平成２４年度は新カリキュラムの３年目であり、「ア

パレルメディア」、「インテリア・プロダクト」、「建築・住居」の３分野体制の利点を最大限に生か

せるよう、専門教育科目を具体的に展開した。同時に、次の教育体制構築・カリキュラム整備のための

検討体制を整備した。 
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【国際コミュニケーション学部】 

学部の国際化を推進する事業として、①１年間の留学制度、②留学生の受け入れ制度を創設した。前

者の留学制度では、ニュージーランドのウェリントン・ヴィクトリア大学で４名の学生が Degree 

Program へ、１名が Foundation Program へそれぞれ進学している。帰国後の成果が楽しみである。後

者の制度では、国際交流センターの「国際交流科目」（日本語、日本事情）を自由科目として履修でき

るなどのサポート体制と合わせて留学生を募集したところ、国際言語コミュニケーション学科に１名留

学生が入学する予定である。③日本人教員が英語で行う授業の比率を高めるという事業は現在検討が進

められている新カリキュラムにすでに取り込まれており、その実施が待たれる。 

セルフ・アクセス・センターのコンピュータ支援英語教育は、従来の本やＣＤタイプの教材に加えて、

パソコン上に教材をアップロードすることで、デジタル教材ライブラリーを利用した英語学習が可能と

なる環境整備を行った。また Communicative English Program（ＣＥＰ)専用のサイトの運用を開始し、

ＣＥＰ履修学生の英語学習を強力に支援すると同時に、ＣＥＰ履修学生もクイズ、英作文、発話等をサ

イトにアップロードすることで、自らの英語学習成果を振り返ることができようになる。さらにＣＥＰ

担当教員用のウェブサイトも立ち上げ、４人の専任と１０人を超える非常勤のＣＥＰ教員が相互に授業

内容を理解し、意見交換を行える場が提供される。 

学生が表現方法を実践する事業は、書道、文学賞、演劇、フリーペーパー、アニメ・漫画の５分野で

展開された。書道では、庄田先生のご協力のもと、優秀作品５点を展示した。ひょうたん文学賞は学部

を超え、学園全体に応募を呼びかける形で、文学賞候補者の範囲を拡げることができた。演劇活動は、

沖縄キジムナーフェスタ、長久手文化の家で行われた「劇王Ｘ」への参加など、活動範囲を学外に拡大

している。本年度から加えられたアニメ・漫画はシンポジウムの開催、研究同人誌『るいとも！』の発

行と活発な活動を行った。いずれの事業も、該当授業との連携を図ることに努力した。 

カリキュラム改革については、１年間にわたり学部将来計画委員会を中心に熱心な議論が続けられた

が、最終合意までには時間が必要である。 

 

【人間関係学部】 

教育課程においては、平成２３年度から運用を始めた新カリキュラムの２年目となり、またこれまで

補充されていなかった人間関係学科「福祉」「現代社会」「子ども」各領域の担当者が揃った。こうし

た状況において両学科での学修をより体系的でわかりやすいものにするための新カリキュラムの確実な

実施に努めた。学部の特色であるケースメソッドは、演習、卒業論文を組み合わせた「ケース・演習プ

ロジェクト」として中核的な科目として展開されており、年間でケースメソッド（Ⅰ～Ⅳ）は６４コマ、

演習（Ⅰ、Ⅱ）は３６コマが開講された。このプロジェクトは本年度も新規予算対象となり、これらの

授業の改善と円滑な運用に活用された。次年度からは予算の枠組み変更を余儀なくされるが、このプロ

ジェクト自体は維持していきたい。 

年度末にはＦＤ活動の一環として学部独自の授業アンケートを実施して報告書を作成した。そこでは

「ケース・演習プロジェクト」を核とした新カリキュラムの意義と充実が一定のレベルで確認された。

また人間関係学科で平成２２年度から導入した卒業論文事前指導教員制度が卒業論文指導を改善したこ

とも評価されたが、学部ＦＤ委員会や将来計画委員会だけでなく関連組織を挙げてこうした結果をさら

に吟味し、教育の質を向上させる対策を図っていく。 

本年度はキャリア教育と連動させた就職支援プログラムを導入した。人間関係学部は「出口」の問題

を検討する必要性を抱えており、この実施プロセスやデータの組織的な検討と活用によって入学時から

学修の動機づけとキャリア意識を高めるきっかけとしていく必要がある。  

学部設立２５周年に当たる本年度は、学部同窓会が記念講演会と懇親会を企画し、２００名以上の関

係者が参加した。その際、全同窓生対象に学部での学修を問うアンケートを初めて実施したが、その結

果、９６％が「この学部で学んでよかった」と回答しており、学部設立の今日的意義やこれまでの学部

改革の方向性だけでなく、学部教育の目的とそれを実現するためのカリキュラムの妥当性が改めて評価

されたと判断される。 

 

【文化情報学部】 

本年度は２学科体制の２年目であり、２年生を対象とする専門教育も始まり、基礎、教養教育科目と

学科ごとに学生満足度を高めるための教育内容の検討、カリキュラム内容の充実、教育の質保証のため

の活動を進めてきた。そのために、学部に学部改革委員会を設け、上記の内容の検討を進める体制を整

備した。 

１年次の基礎教養科目の中では、毎日英語の２年次受講者が数名にとどまり、また１年次もクラス分

けが十分に機能していないことを改善するために会議を持ち、平成２５年度より１年生のクラス分けを

３段階に分け、また２年生の受講者を増やすために、開講形態の改善（フレックス制）を行った。その

他、キャリア教育のための「自己発見レポート」等を昨年度の１年生に加え、本年度２年生に対しても

行った。 
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文化情報学科では、１年生に対する満足度アンケートにおいて、学生の満足度が十分満たされていな

いことが明らかになったため、学科内に改革委員会を設け、魅力あるカリキュラム改善のための検討を

始めた。その第一弾として体験型授業である「フィールドワーク技法」の設置が承認された。  

メディア情報学科では、１年次の「プレゼミ」「基礎演習」に続き、２年次の「基幹演習」「展開演

習１」を組織的に運営するための会議ならびに報告会を行い、次年度への改善を進めた。また、２年後

の完成年度において速やかにカリキュラム改革を行うために、学科改革委員会を設け、カリキュラム等

改善の検討に入った。また、地域連携として名古屋市科学館や東山動物園などと協働した情報発信を多

数行った。 

また、両学科の特色を広く伝えるための広報活動の一環として学部ホームページの充実を図った。 

 

【現代マネジメント学部】 

本学部は、企業、地域、公共、国際からなるフィールドで活躍できるマネジメントのスペシャリスト

の育成に努めており、具体的には現代社会の諸問題に対応でき、経営、経済、法律、政治といった社会

科学の知識や社会諸科学をベースとした幅広いマネジメント能力を育成している。平成２４年度も経営、

経済、法律、政治の関連講義の一層の充実とともに、各当該教員によるきめ細やかな指導のもと、引き

続きキャリア教育の充実に努めた。しかしながら、本学部開設後１０年目となり、経済・社会環境が大

きく変化して、より経営分野の諸科目の充実を望む声が強くなっていた。その要望に応えるために、将

来検討委員会を発足させて経営分野を強化した新カリキュラムについて検討を重ね、平成２５年度入学

生から新カリキュラムを導入することとなった。経営分野以外の３分野でも、まったく新しい科目の導

入や内容を充実させて科目名を変更するなどの改善を行った。この新カリキュラムの導入によって、平

成２５年度入学生からより実践力を高めたマネジメント能力の養成を目指すことができると思われる。  

また、本学部では教職課程や学芸員などを除くと、授業を通して取得できる資格がない。そのため、

平成１９年度から、ファイナンシャルプランナー、販売士、簿記、秘書検定、宅地建物取引主任者試験

などの各種資格試験、公務員採用試験、教職採用試験などの試験対策を強化してきた。本年度も引き続

き、書籍の充実や本学部教員の指導する研究会の開催を行った。その結果、ファイナンシャルプランナ

ー２級、国内旅行業務取扱管理者、販売士検定２級、日商簿記２級、秘書検定準１級・２級、など多岐

にわたって資格の合格者を出し、公務員にも採用者を出すことができた。４年生の企業への内定率も昨

年並みの高い水準を達成することができた。今後も引き続き、資格取得支援を通して、就職支援を行っ

ていく予定である。 

 

【教育学部】 

本年度は開設６年目にあたる。開設時の教育方針に基づきつつ、実情に即して改定した教育課程の履

行を確実に実施した。加えて教養科目の全学共通化の方針を踏まえ、必要な改定を行った。 

第１・２期生に続き、３期生の保育職・教員採用試験の結果は良好であった。基本的にはこれまでの

方針を踏襲しつつ、より高い人間性・専門職能力を備えた人材の養成を目指して、以下の具体的改善を

実施した。学部の社会的使命を果たすためのキャリア教育を、「人間論」をはじめとする各授業を通し

て、また各種ガイダンスを通して強化した。本年度は特に、キャリア教育と「人間になろう」という理

念の有機的結合を卒業生による講話を通して試みた。 

授業内容の向上に関する組織的取り組みとしては、ＦＤ活動の多様化と活発化、また複数教員で担当

する「ふれあい実習Ⅰ」、「ふれあい実習Ⅱ」などの科目について、これまでの成果と反省を踏まえ、

教員間の討議により改善策を講じ、実行した。加えて、次年度より開講される「教職実践演習」に関し

て準備のための学習会、検討会を念入りに行った。授業に対して組織的に取り組む姿勢が前進したとい

える。本学部が教育・学習の集大成として位置付ける「卒業研究」は、４年生全員に課し、その成果を

卒業研究発表会（教育学部教室）並びに卒業演奏会（電気文化会館）で本年度も公開・実施した。なお、

既卒生、４年生と教員等が共に学ぶ場として、卒業研究発表会後に開催の学外講師による講演会も定着

した。本年度の卒業研究の概要は『卒業研究抄録集第３号』として刊行した。 

 

【看護学部】 

平成２２年度に開設された看護学部は、３年次開講科目が開講され、すべての領域に関する専門科目

が展開された。２年次までは座学中心の授業展開であったが、３年次開講科目では演習科目、原書講

読・研究序論、領域別実習など演習・実習中心の授業展開になり、学生はもとより教員も時間管理の面

で対応に追われた。 

実習に関しては、１年次における早期体験実習、２年次の基礎看護技術学実習を名古屋大学医学部附

属病院において実施し、また、３年次には各領域の実習が学外の多くの実習施設の協力のもと順調に展

開された。１年次、２年次の実習は一定期間に全学生が参加するプログラムであったが、３年次の領域

別実習は学生を１０グループに分け、それぞれの実習施設との交渉結果に基づいて実習計画が立てられ

るために、実習のない空白期間がグループごとに異なっている。この時間管理をどのように進めるかが

今後の課題であると思われる。 
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平成２４年度入学生から保健師課程が選択制となったため、新入生オリエンテーションで丁寧な説明

を行い、趣旨を周知徹底した。また、養護教諭希望者については、従来通り１年次の１０月・１２月に

説明会を行ったうえで、後期終了直後の２月に選考試験を行った。さらに、学生の看護師・保健師国家

試験対策の一環として、２年生については３月の新３年生ガイダンス時に、３年生については８月に実

力試験を実施した。 

３年生の卒業後の就職先への意識を高めるために、実習病院を中心に３１施設の病院関係者を招いて、

平成２５年２月に病院案内会を開催した。 

なお、３年次までの科目が展開されたことによって、現行カリキュラムの問題点も教員間で意識され

るようになったため、現行カリキュラムの改定を目的としたヒアリングに着手した。  

 

(3) 大学院教育 

【生活科学研究科】 

生活科学研究科は、女性の視点を活かして人間生活の根幹をなす衣・食・住に関わる学問の発展を推

進し、持続可能な人類の生活を考えることができる人材を養成することを目的にしている。  

修士課程の食品栄養科学専攻および生活環境学専攻においては、それぞれ学部教育カリキュラムとの

整合性を考えたカリキュラム整備と人員配置を行った。  

食品栄養科学専攻では、栄養教育学分野を増設し教員１名を配置した。また、在学者数は１年生５名、

２年生４名、研究生４名で、４名の修了を認定した。 

生活環境学専攻では、平成２４年度計画に従いプロダクトデザインおよび環境心理学分野の増設を行

い、各教員１名を配置し、教育の幅を広げた。在学者数は１年生２名、２年生３名、研究生１名で、２

名の修了を認定した。 

博士後期課程の人間生活科学専攻は、在学者数、２年生２名、３年生１名、研究生１名で、３年次の

１名と単位取得満期退学者（研究生）1 名（平成２３年９月）について、博士（生活科学）の学位授与

を認定した。 

入学定員充足については、学部生の大学院進学への興味を喚起するために、４年次生学科ガイダンス

における大学院の紹介、研究科のパンフレットとホームページ上で教員の専門分野、研究課題等の情報

提供を行った。５月には専攻ごとに学部生への説明会を行ったが、十分な結果に結び付いていない。  

 

【人間関係学研究科】 

平成２４年度の人間関係学研究科では、昨年度財団法人日本臨床心理士資格認定協会からの「臨床心

理士」資格の取得に伴う養成に関する第１種指定の継続が認定され、平成３０年３月３１日までの６年

間が認定期間となった。その際に財団から、人間関係学研究科人間関係学専攻修士課程研究発展科目の

臨床心理学領域科目を充実させるようにとの指導があり、「学校臨床心理学特講」を追加した。  

また、臨床心理学領域の入学資格の見直しをした結果、平成２５年度は入学者が微増となった。なお、

臨床心理士資格試験については、合格率はほぼ例年並みであった。 

その他、大学院の広報について平成２４年度は、パンフレットとデジタルパンフレットの併用である

が、今後はデジタルパンフレットに移行することとした。 

 

(4) ＦＤ活動 

① 授業アンケート    

(ｱ) アクティブ・ラーニングについてのアンケート調査の実施 

授業方法におけるアクティブ・ラーニングの導入実態を把握し、その取り組みのノウハウ等を学

内で共有し、授業改善を行うためにアンケート調査を実施した。 

(ｲ) 教育・学修環境および学生の学修時間に関するアンケート調査の実施 

教育・学修環境の改善を図るため、本学の提供している教育・学修環境および学生の学修時間に

ついての調査を実施した。 

(ｳ) 授業の質向上のためのＱ＆Ａ集作成のためのアンケート結果の活用 

平成２３年度に教員に対して実施した「授業で困ったこと、個々人の改善努力では充分でない困

難事例」などをＱ＆Ａ集としてまとめ、授業改善に活用できるように配付した。 

(ｴ) 授業中の私語に関するアンケート結果の活用 

平成２３年度にＳ＊ｍａｐを通じて学生に実施した「授業中の私語に関するアンケート」結果を

まとめ、教員に配付して授業改善に役立てた。 

② 新任教員研修 

４月に各学部ごとに策定された新任教員研修プログラムにより研修を実施し、大学の沿革、学部学科

の教育理念・特色、３つのポリシー、カリキュラム等について説明を行った。また、９月に八王子セミ

ナーハウス主催の新任教員研修セミナーに７名の新任教員を受講させた。 

③ 教員相互の授業参観  

教育の質保証システム実行ワーキングの行動計画に基づき、学部学科内および学部を超えた全学的な
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教員相互の授業参観を実施した。また、今年から教員がお互いの授業参観を通じて授業改善を図ってい

けるように前期３週間と後期５週間を授業参観週間とした。その結果、１０７科目の授業が公開され、

５９名の教員が参加し、フィードバックシートをはじめ、意見やアドバイスを受けることより授業改善

を行った。 

④ 教育研究研修会・ＦＤ研修会 

学部学科内および学部を超えた小グループでの教育研修会を実施したほか、１４１名の教員が参加し

て「研究者が遵守すべき倫理規範について」というテーマで全学ＦＤ研修会を実施した。 

また、科学研究費取得のための研修会、文化情報学部および看護学部のＦＤ活動報告会を実施したほ

か、大学コンソーシアム京都主催のＦＤフォーラムに教職員４名が出席した。 

⑤ 教育方法の改善 

平成２５年度からのシラバス作成について、学生の能動的な学修への参加を促す教授・学習法として

アクティブ・ラーニングを活用している場合は、具体的な学習プロセスをシラバス上に明示することと

した。 

⑥ 全学ＦＤ委員会活動報告書 

平成２３年度のＦＤ活動報告書を作成し、教員に配付したほか、学外に対してもホームページにより

情報公開を行った。 

 

(5) 学修支援 

① キャリア教育の充実 

学生のキャリア教育支援として、学生の学びや自己の変化を記録し、振り返りながら自己のキャリア

デザイン、ライフデザインを考える仕組みとしてのポートフォリオシステム（SUCCESS）の利用を促進

するため、冊子「活用ガイド」を配布し、SUCCESS 活用講習会を開催したほか、e-ラーニングコンテン

ツとして「ワークライフバランス＆キャリアデザイン入門」を作成した。 

さらに平成２４年度文部科学省の「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」として

シンポジウム「アクティブ・ラーニングを活用した教育力の強化」の会場校として参加したほか、活字

文化推進事務局（読売新聞社主管）と連携し、活字文化公開講座「ステキをつくる本の魔法」を開催し

た。 

進路に対する意識や職業理解、学生の基礎学力の把握として、「自己発見レポート」を５学科で実施

したり、インターンシップの事前事後指導には外部講師を招聘して社会人基礎力の意識を高めたり、本

学卒業生や学園に関係の深い職業人を人材バンク登録者としてまとめ、授業等においてゲストスピーカ

ーとして活用できる体制も整えた。また学生の進路意識や動向を知るため「キャリア教育に関するアン

ケート調査」を実施し、分析を行った。 

② 教職課程履修者用「履修カルテ」 

「教職実践演習」の必修化に伴い、教職課程で学んだ授業や課題、ボランティア経験、介護実習、教

育実習などの様々な資料や活動内容をトータルポートフォリオシステム（SUCCESS）を活用した「履修

カルテ」に記録させている。そして、各担当教員が個々の学生の「履修カルテ」にコメント書き込み、

指導や助言を行った。 

③ ＧＰＡ制度 

平成２４年度よりＧＰＡ制度を全学部に導入し、学生が主体的に学修し、自らの学業成績を的確に把

握して適切な履修計画と学修への取組みに役立てるようにした。 

④ 学修要支援学生への支援 

学生支援ガイドラインに基づき、前期および後期に欠席調査、修得単位数調査を行い、学修要支援学

生の早期発見、学修指導・助言を行った。また、メンタルヘルス要支援学生については、学生相談室か

らの「配慮願」に沿って学修支援を行った。 

⑤ 学生支援システム（Ｓ＊ｍａｐ）の運用状況 

平成２４年度も前年度に引き続き学生支援システムの再リース契約を行い、Ｓ＊ｍａｐを運用した。

平成２５年度は本システムを構築して７年目となることから、次期学生支援システムについて検討を行

い、現行システムのハードについてはリプレイスし、ソフトは必要最小限度のバージョンアップを行っ

て運用していくという計画を取りまとめた。 
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⑥ 資格取得状況 

○教育職員免許状取得者数 

社

会

家

庭

国

語

社

会

数

学

音

楽

家

庭

英

語

地

歴

公

民

家

庭

国

語

数

学

音

楽

地

歴

公

民

家

庭

商

業

英

語

情

報

　大学院生活科学研究科

　大学院人間関係学研究科 1 1

　生活科学部 23 26 7

　国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部 8 25 9 28

　人間関係学部 8 8 10

　文化情報学部 7

　現代ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学部 5 9 2

　教育学部 158 188 33 22 33 22

合　　計 158 188 1 0 8 13 33 22 23 25 0 1 0 9 33 22 8 19 26 2 28 7 7

　　　　　　　　内 訳

　学部等

小

一
種

中

一
種

中

専
修

高

専
修

栄

養

教
諭

高

一
種幼

一
種

 

○副免取得者数（個人申請のため予定として記載） 

家
庭

国
語

英
語

家
庭

国
語

地
歴

英
語

　生活科学部
　国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部 2 1
　人間関係学部 1 1
　文化情報学部 1 1
　現代ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学部 1 1 1 1
　教育学部 2 7 2 5

合　　計 3 3 8 1 3 6 2 1

　　　　　　　　内 訳

　学部等

小
一
種

中
一
種

高
一
種

 

○保育士資格取得者数 

・教育学部 １０１名 

○学芸員資格／司書資格／日本語教員取得者数  

学部等 学芸員資格 司書資格取 日本語教員 

生活科学部 ２１ － － 

国際コミュニケーション学部 １９ ４７ １７ 

人間関係学部 ７ １８ － 

文化情報学部 １２ ４４ １４ 

現代マネジメント学部 ２ ９ － 

教育学部 ― ４ － 

合 計 ６１ １２２ ３１ 

○栄養士免許 

・生活科学部管理栄養学科：１０９名 

○衣料管理士資格取得者数 

・生活科学部生活環境デザイン学科：３１名 

○社会調査士資格取得者数 

・人間関係学部：１名 

・文化情報学部：１４名 

○社会福祉士資格取得者数 

・人間関係学部：１名 
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(6) 卒業者数、修了者数の状況                   （平成２５年３月３１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 学生生活支援 

(1) 奨学金制度 

前年度から運用が始まった椙山女学園大学同窓会奨学金では、平成２４年度は３名に計９０万円（１

人当たり３０万円）を給付した。また、スタートして３年目の運用となった「椙山女学園同窓会奨学

金」では、昨年度まで３名に計６０万円（１人当たり２０万円）の給付を実施していたが、平成２４年

度は、５名に計１００万円の給付を行い、２名分４０万円の増額給付となった。 

学内の奨学金として、各学部の第２学年から第４学年の学年ごとで上位８名の学業成績優秀者には椙

山女学園大学学業奨励奨学金を計１６０名に、「第１学年から第４学年までの学生で、当該年度の研究

活動、文化・芸術活動、スポーツ活動、社会貢献活動およびその他の活動において顕著な功績を残し

た」在学生を各学部から１名ずつ選出し、計７名に対し、椙山女学園大学特別活動奨励奨学金を給付し

た。奨学金額は、いずれも１人当たり３万円である。 

その他、授業料等が他の学部と比較して高額な看護学部には、椙山女学園大学看護学部奨学金があり、

「入学試験の成績が優秀である者」が対象の看護学部奨学金Ａには、平成２４年度、年額６０万円を 

１４名に、それ以外の受給者で「前年度の学業成績が優秀である者」が対象の看護学部奨学金Ｂには、

年額３６万円を１２名に給付した。 

依然として続く経済不況の影響で経済的に困窮している学生への支援のために、最も大きな拠り所と

なっているのは、日本学生支援機構の奨学金であり、その貸与件数も延べ１，５００件を超えている。 

そうした経済状況に対し、同機構奨学金の緊急・応急採用や椙山女学園大学貸与奨学金による学費支

援、または市町村、民間団体の各種奨学金制度の紹介や相談も行った。  

さらには、平成２４年度から、借入までの決裁が早く他大学でも実績のある信販会社と提携し、未納

となっている学納金を限度額とした、無担保で保護者が借入できる学費サポートプランを導入し、経済

支援面において緊急対応できるよう、新たな取り組みをスタートさせた。  

 

(2) 健康管理・メンタルヘルス 

本学における医務室の活動は、学校保健安全法に基づき、定期健康診断の実施および事後措置、新入

生の保健調査、学校医および保健師による健康相談、各種測定、学校医による復学面接などを行い、日

頃の在学生の健康管理面を支えている。 

特に平成２４年度は、キャンパス内のＡＥＤ（自動体外式除細動器）の設置場所および設置台数を見

直し、在学生が携帯する Student Handbook にも、その使用方法や心肺蘇生法についての記載も一新し、

在学生への周知を図った。 

学生相談室の取り組みとして、相談室が多くの学生にとって利用しやすく、身近で気軽に訪ねられる

よう、「学生相談室報」の発行や年２回のグループワークを実施している。平成２４年度、相談室報は

４月に発行し、グループワークは５月にビーチボールバレー大会、１１月にモザイクアート作りを実施

し、ビーチボールバレー大会には計３１名、モザイクアート作りには計１８名の学生・教職員が参加し

た。 

平成２５年度に向けての課題は、星が丘キャンパスにおける学生相談室の統合である。健康管理やメ

ンタルヘルスの充実を検討する上で、欠かせないのがカウンセラー間、あるいは医務室との連携である

ため、その連携強化や相談室統合によるカウンセラーの勤務時間の見直しとそれに伴う開室時間の延長

など、より充実したサービス向上を目指す。 

卒業者数 備考

128

0

158(2)

286(2)

126(3)

133(5)

259(8)

151(1)

115(1)

0

266(2)

233(2)

179(1)

207(2)

1430(17)

※卒業者数（　）内は９月卒業者で内数

国際コミュニケーション学部

国際言語コミュニケーション学科

表現文化学科

生活環境デザイン学科

合　計

学部・学科

人間関係学科

心理学科

管理栄養学科

食品栄養学科
生活科学部

子ども発達学科教育学部

文化情報学科

臨床心理学科

現代マネジメント学科

文化情報学部

計

人間関係学部

計

計

現代マネジメント学部

修了者数 備考

2

4

2

8

17(2)

25(2)合　計

人間関係学専攻（修士課程）人間関係学研究科

計

食品栄養科学専攻（修士課程）

研究科・専攻等

人間生活科学専攻（博士後期課程）

生活環境学専攻（修士課程）
生活科学研究科
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(3) 課外活動・学生生活支援 

課外活動支援として、平成２４年度は、活動費補助金の配分について見直しを図った。活動実績、申

請金額、クラブ・同好会間の配分率格差による査定、補助対象となる内容による査定など、多岐にわた

る項目評価基準を設けた。 

また、課外活動団体を大学公認団体として承認する際の基準、本学における公認団体のクラブ・同好

会の定義、同好会からクラブへの昇格基準、公認の取消しなど公認の課外活動団体としての基準も見直

し、従来曖昧だった定義や基準を明確化し、活動費補助金とともに全学学生委員会における申合せとし

て策定した。このクラブ・同好会の定義付け等は、クラブ室利用の見直しへと波及し、クラブ昇格後も

クラブ室の空室がないため利用できなかった実態を改善するため、活動実績やクラブ員数によって、ク

ラブ室の割り当てを見直した。 

さらに、公認の課外活動団体が学内の施設を利用するには、従来、所定の様式による書面での提出が

必要であったが、公認の課外活動団体に限り、イントラネットを利用した施設予約システムを構築し、

書面による申請を簡略化した。なお、この施設予約システムは年度末に構築したため、実際の運用は平

成２５年度からとなる。 

防災対策として、学生が携帯できるよう、平成２３年度に作成し、全学生に配付した「災害（地震）

対応マニュアル（学生用）」は、平成２４年度は新入生にオリエンテーション時に配付した。 

平成２５年４月の移転オープンに向け、建築中だった新・富士見寮（学生寮）の運用については、管

理運営会社の選定、建物内の設備についての打合せ、居室内の備品、共有スペースの設備・備品の整備、

現入寮生の引越し担当業者の選定や引越し準備、居室の割り振り、入寮生の入退館システムの構築など

を行った。また、新入寮生募集については、推薦入試および一般入試当日の見学会を実施し、大学のホ

ームページ等で新学生寮のＰＲを行った。その結果、旧・富士見寮から新・富士見寮への転寮は、対象

者５６名の内３６名であったが、新規入寮生は４０名と例年より多くの入寮となり、平成２４年度末現

在の入寮者数は７６名となった。一方、平成２４年度末をもって閉寮となり民間のマンションとなる代

万寮には、２３名の入寮生がいたが、新・富士見寮への転寮希望者はなかった。全１５２室の新・富士

見寮は、平成２５年４月のスタート時、５０％と低い入居率のスタートとなった。 

学生の福利厚生施設として欠かせない学生食堂は、これまで椙山女学園食育推進センターや管理栄養

学科の協力の下、食堂メニューの改善等を行ってきたが、継続的な学生満足度の向上につながる取り組

みにはならなかった。これを受け、学生食堂担当業者を平成２５年度に向けて見直すことを検討し、平

成２４年度は契約書の見直しを行った。 

また、これらの課外活動の見直しや学生寮の新築移転オープン等に係る学内諸規程類の改正も適宜行

い、実態に合わせた学生生活支援が行えるよう運用面の整備も行った。  

 

(4) 就職・進学等の状況 

平成２４年度卒業生の就職状況をとりまく環境は、昨年に引き続き大変厳しいものとなった。平成２

５年３月３１日現在、就職希望者の内定率は９２％（対前年比１％減）であった。就職率は８１％と昨

年度と比較して５％増加した。東日本大震災の影響を受けた昨年とは違い、選考時期は従来通りとなっ

たが、欧州債務危機等の影響による円高基調や、領土問題による近隣諸国との関係悪化等の諸影響から、

輸出産業の利益減少や企業の海外進出が加速しているという状況にある。そのため、大手企業を中心に

新卒の採用人数が昨年に引き続き一層絞り込まれる状況となった。特に、本学の卒業生が約５割就く一

般職の場合、欠員補充による随時募集が多いため、学生は長期にわたり就職活動を続ける傾向があった。  

キャリアサポート課では、４年生の未内定者を対象としたフォローアップガイダンスや、愛知中小企

業家同友会との共催による、学内での企業説明会などの新たな支援を開催するとともに、従来どおり就

職ガイダンス、個人面談、ＯＧ交流会、学内企業説明会、就職試験対策マナー講座、筆記試験対策講座、

企業訪問、一般常識対策プログラムを実施した。また、低学年向けのキャリア支援として、自己発見テ

スト（コンピテンシー診断）やスタートダッシュガイダンスなどを実施した。  

インターンシップ（就業体験）においては、平成２４年度の実績として、夏期（１８７名、１０３機

関）、春期（７６名、４４機関）を実施した。また、新たな試みとして、インターンシップ事前・事後

指導に外部講師による講演を開催した。年々増加傾向にあり、受入先機関の確保が急務となってきてい

る。 

文部科学省の「大学生の就業力育成支援事業」として学長の下に設置した「キャリア教育特別委員

会」では、引き続き「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」の取り組みとして、

「トータルライフデザイン教育の構築と推進」を行ってきた。この事業の一環である「人材バンク」の

推進については、平成２４年度末までに１３７名の登録者が確保された。今後は教育課程内外での登録

者の積極的な活用に取り組むとともに、利用方法の改善を図る。 
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（平成２５年３月３１日現在） 

学　　　部 2010年度 2011年度 2012年度 学　　　部 2010年度 2011年度 2012年度

民間企業 201 201 233 民間企業 169 153 185

官 公 庁 11 12 7 官 公 庁 5 1 0

教　　員 9 6 3 教　　員 0 0 0

上記以外 3 5 6 上記以外 2 1 3

自大学院 5 6 4 自大学院 0 0 0

他大学院 4 2 4 他大学院 1 0 1

上記以外 3 3 3 上記以外 1 2 0

29 44 26 56 61 44

265 279 286 234 218 233

民間企業 175 171 191 民間企業 153 171 143

官 公 庁 3 1 2 官 公 庁 3 1 2

教　　員 3 0 3 教　　員 1 0 0

上記以外 3 6 1 上記以外 1 0 2

自大学院 0 0 0 自大学院 0 0 0

他大学院 2 3 1 他大学院 0 0 0

上記以外 6 3 2 上記以外 5 1 2

56 54 59 34 41 30

248 238 259 197 214 179

民間企業 155 160 192 民間企業 29 18 35

官 公 庁 3 3 0 官 公 庁 35 31 46

教　　員 0 1 0 教　　員 65 62 80

上記以外 1 2 0 上記以外 18 35 20

自大学院 7 5 6 自大学院 0 1 1

他大学院 0 3 2 他大学院 0 4 2

上記以外 4 10 8 上記以外 2 0 1

70 78 58 11 15 22

240 262 266 160 166 207

合　　　計

そ　の　他 そ　の　他

合　　　計 合　　　計

そ　の　他 そ　の　他

合　　　計

就職 就職

人間関係学部 教育学部

進学 進学

国際コミュニ
ケーション学部

そ　の　他 そ　の　他

合　　　計 合　　　計

就職 就職

現代マネジ
メント学部

進学 進学

生活科 学部 文化情報学部

進学 進学

進　　　路 進　　　路

就職 就職

 

研究科 2010年度 2011年度 2012年度 研究科 2010年度 2011年度 2012年度

民間企業 6 2 5 民間企業 3 4 7

官 公 庁 0 1 0 官 公 庁 7 4 2

教　　員 1 0 0 教　　員 1 0 0

上記以外 0 0 0 上記以外 1 0 0

自大学院 0 0 0 自大学院 0 0 0

他大学院 0 0 0 他大学院 0 0 0

上記以外 0 0 1 上記以外 2 1 0

1 2 0 2 4 8

8 5 6 16 13 17

民間企業 0 0 0

官 公 庁 0 0 0

教　　員 0 0 1

上記以外 0 0 0

自大学院 0 0 0

他大学院 0 0 0

上記以外 0 0 0

0 0 1

0 0 2

進　　　路 進　　　路

就職 就職

合　　　計

生活科学
研究科

（修士課程）

人間関係
研究科

進学 進学

そ　の　他 そ　の　他

生活科学
研究科

（博士後期課程）

合　　　計

合　　　計

就職

進学

そ　の　他

 

 

４ 研究事業 

(1) 研究支援 

① 学園研究費助成金 

本学専任教員を対象に公募を行い、学園研究費助成金Ａは６件、助成金Ｂは３３件、助成金Ｃは

６４件を採択した。助成金Ｄ（出版助成）については、本年度は応募がなかった。本学教員の学術研

究の推進および優れた学術研究の成果並びに文化的価値の高い図書の出版を助成するものであり、一

定の効果があった。学園研究費助成金Ａ・Ｂについては、さらなる活発な申請を期待したい。 

② 科学研究費補助金 

本年度は、新規採択で１６件、２５,４２８千円（内、間接経費５,８６８千円）となり、昨年度

からの継続・分担者を含む全体で４２件、７０,８１１千円（内、間接経費１４,８９０千円）の研究

申請が採択された。昨年度の３３件総額６３,３５３千円（内、間接経費１４,４３９千円）に比べ、

件数、総額ともに増加した。 

③ 受託研究 

本学専任教員が企業、公共団体等から委託を受けて行う受託研究については、６件（５,８００千

円）を行った。昨年度の４件（７,０５０千円）から申込みは２件増加したが、総額は１７.７％減少
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した。 

④ 寄付金 

本学専任教員が関係機関から特別寄付金を受けた研究は、８件（２,９７３千円）であった。昨年

度の申込み６件（２,３４０千円）に比べ、件数は２件増加したが、総額では２７.１％減少した。 

⑤ 大学振興会研究奨励補助金 

本学専任教員の研究への支援として、大学振興会予算から１,３５０千円（１件１５０千円以内×

９件）の補助をいただいた。１１件の応募の中から９件を採択した。 

 

(2) 研究成果の公表 

【生活科学部】 

本学部教員の研究成果は、『椙山女学園大学研究論集第４４号』に１３編の論文として公表したほか、

多くの和文および英文学術雑誌に発表している。また、学部編纂の『生活の科学第３５号』にも６編の

成果を収載し、広く一般の方々に公開している。 

 

【国際コミュニケーション学部】 

本学部の教員は教育・研究活動を通して得られた成果を、さまざまな形で公表している。『椙山女学

園大学研究論集第４４号』には、本学部から３編が寄稿された。さらに学部総合研究誌である『言語と

表現第９号』では、平成２４年６月に開催された国際文化フォーラムでは３名の講師が行った発表の内

容の他に、論文３編、学園研究費Ｃによる研究成果３編が掲載され、学部教員の旺盛な研究活動が十分

に伺える。また本学部教員は多くの和文、英文による論文を国内外の学会、学術誌で活発に発表した。  

 

【人間関係学部】 

研究成果は、紀要によって公表されており、平成２５年３月刊行の『椙山女学園大学研究論集第４４

号』での掲載論文３４編のうち、人間関係学部からは６編であった。また、平成２５年３月刊行の『人

間関係学研究第１１号』の掲載論文は、７編であった。『人間関係学研究』は、大学院修了生の「修士

論文要旨集」とともに国内の各大学をはじめ、約１００機関に送られている。  

 

【文化情報学部】 

本学部教員は、さまざまな形で研究成果の発表を行っており、本年度は、単著２編、共著８編の著作

が発表されている。各学会誌等に掲載された論文は単独、共同執筆を併せて１６編、報告書、書評、翻

訳等が６０編であった。また、平成２４年度に発刊１２巻目を迎えた学部研究紀要『文化情報学部紀要

第１２巻』に１２編、『椙山女学園大学研究論集第４４号』には１１編の論文が発表された。そのほか、

国際学会で１１件、国内学会では１６件の研究発表が行われている。科学研究費助成事業による海外調

査も、中国、韓国、アメリカ合衆国など５カ国で延べ９件実施された。 

 

【現代マネジメント学部】 

本学部教員の研究成果は、大学の研究論集および学部の紀要等によって公表されている。具体的には、

『椙山女学園大学研究論集第４４号』に現代マネジメント学部から２編の掲載があった。また、学部の

紀要『社会とマネジメント Vol.１０ Ｎｏ.１』には論文２編が掲載され、『社会とマネジメント Vol.

１０ No.２』には論文７編、判例研究１編が掲載された。なお、No.２は山田健治教授退職記念号であ

り、山田教授の「石油経済学との出会い」が特別寄稿として掲載されている。この学部紀要は、国内外

の大学等の研究機関に寄贈している。その他、本学部教員の研究成果は著書、学会誌・学会発表等にお

いて随時公表されている。平成２２年度～２４年度における３年間の教員１人あたりの著書・訳書・学

術論文は  ８.４編であり、平成２１年度～２３年度における３年間の６.８編よりも大幅に増えてい

る。 

 

【教育学部】 

本学部教員の教育・研究能力向上に資する本年度の『教育学部紀要第６号』は、原著論文（１７編）、

資料（１編）、実践報告（１０編）と飛躍的に充実化した。特に、教育現場とつながる論考の豊富化、

並びに大学の教育実務者の寄稿は今後の学部紀要の方向性を示すものとなった。  

 

【看護学部】 

本学部教員の研究成果は、主に大学の研究論集および学部の紀要によって公表した。『椙山女学園大

学研究論集第４４号』掲載論文４１編の内、看護学部所属教員からは１編（共著）であり、学部紀要で

ある『看護学研究第５号』には、総説２編（査読あり）、原著論文２編（査読あり）、報告１編が掲載

された。『看護学研究』は、近隣の看護系大学および本学部の臨地実習先を中心に約１２０機関に送付

するとともに、その掲載論文等の日本語要旨については学部ホームページにおいて公表している。また、
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『看護学研究』の著者抄録の一部は、医学中央雑誌刊行会の「医中誌Ｗｅｂ」データベースおよび

（独）科学技術振興機構のＪＳＴデータベースにも収録されている。 

 

５ 国際交流 

(1) 国際交流 

海外の協定校である上海師範大学とは学生交換交流１０周年を迎え、１１月、その記念レセプション

や４回目を数える交換講演、このイベント参加のために来日した上海師範大学からの受入交換留学生 

ＯＧたちによる同窓会の立ち上げ、学生食堂での懇親会などを行った。来日した受入交換留学生ＯＧは

実に３分の１にあたる９名が参加した。これに続き、同月には例年実施している上海師範大学への訪問

を行い、次期交換留学生募集のためのプレゼンテーションや派遣交換留学生との懇談会を実施した。翌

１２月には、平成２４年度に就任した森棟公夫理事長・学長が上海師範大学を訪問し、協定校との交流

を深めた。 

一方、オーストラリアの協定校であるキャンベラ大学、タスマニア大学への訪問も、８月下旬から９

月上旬にかけて行い、次期交換留学生募集のためのプレゼンテーションおよび派遣交換留学生との懇談

や受入交換留学生ＯＧと協定校の担当教職員との懇談会を実施し、今後の学生交流について意見交換を

行った。 

海外の大学との協定について、タイのバンコクにあるスィーパトゥム大学を訪問し、学術交流に関す

る包括協定を締結した。さらに、ニューヨーク市立大学リーマン校との学生交換交流協定に向けて、ア

メリカのニューヨークを訪れ、リーマン校やその周りの生活環境、学生寮、物価など本学の学生が留学

するにあたっての現地視察を行った。 

このように平成２４年度は協定校の創出について、新たな一歩を踏み出した。この協定校の創出や学

生の海外派遣先の拡大については、アジア言語圏、英語圏問わずに次年度も継続して行う予定である。 

また、こうした国際交流センターの事業展開は、平成２３年度に創刊した機関誌となる「国際交流セ

ンター報」にも掲載し、平成２４年度は２回発行した。この機関誌は、海外の協定校にも送付している。 

 

(2) 留学生支援 

本学内における国際化の推進のために平成２２年度に立ち上げられた「国際化・グローバル化実行ワ

ーキング」の短期事業計画に基づき、検討、議論を重ねてきた認定留学制度の新設について、平成２４

年度に制度全体の概要について国際交流委員会で承認を得た。海外留学として認定を受ければ、学生自

身が選定した外国の大学等に休学することなく留学でき、その留学先で修得した単位を卒業に要する単

位の一部として換算できるこの制度は、平成２５年度に、各学部の教授会の承認を経て、その規準制定、

運用面の具体的な諸事項の整備を行い、平成２６年度からの実施を目指す。 

派遣交換留学生への対応として、留学に必要な語学力向上のための留学準備講座（IELTS 対策講座）

や留学セミナー、危機管理セミナーを開催した。 

派遣留学に際しての経済的支援として、平成２４年２月から１０ヶ月間、オーストラリアの協定校に

留学した交換留学生２名には、日本学生支援機構の奨学金「留学生交流支援制度（短期派遣）」を給付

し、その給付が受けられなかった中国の協定校への派遣交換留学生２名には、椙山女学園大学派遣交換

留学生奨学金１０万円をそれぞれ支給した。また、新規奨学金としては、大学振興会から給付型奨学金

の創設について内諾を得ることができた。こうした奨学金については、平成２５年度以降も、引き続き

給付型奨学金の獲得に向けて検討を進める。 

受入交換留学生は、中国から３名、オーストラリアから２名（内１名は後期のみ）を受け入れた。授

業科目以外には、１泊２日の京都研修を始めとし、浴衣の着付け体験、瀬戸焼、名古屋友禅染め等の日

本文化体験を実施し、それ以外にも、エクステンションセンターが行っている椙山オープンカレッジの

講座に留学生を参加させ、十二単や婚礼衣装の白無垢の着付け体験も行うことができた。これら以外に

も、日本の企業でのインターンシップ、長久手市国際交流協会の協力による一般家庭へのホームビジッ

ト、同協会主催の弁論大会など、留学生の受入数が少数だからこそ実現できる本学の国際交流事業であ

る。こうした多種多様な日本文化体験や自治体主催のイベントへの参加は、留学生を多く抱える他大学

では真似できない本学独自の長所として、今後も差別化を図っていく。 

この受入交換留学生の経済的支援として、日本学生支援機構の奨学金「留学生交流支援制度（短期受

入）」８０万円を１名に、椙山女学園大学受入交換留学生特別奨励金５０万円を３名に、後期からの受

入交換留学生１名には同奨学金２５万円をそれぞれ支給した。また、学生寮での生活支援のために家電

付きの居室で、入寮費は通常３５ ,０００円のところ無料とし、月々の寮費（共益費込み）も    

３８,０９６円のところ１３,０９６円と、在学生より安価に設定して提供した。 

その他、私費外国人留学生受け入れ学部数の拡大に伴い、受入交換留学生以外に学部に入学した私費

外国人留学生にも受講できるように、国際交流科目の開放について整備した。  
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６ 学術情報 

(1) 図書館 

  ① 図書資料の収集・整備 

本学図書館において、平成２４年度の受入を行った結果、累積所蔵数は、図書４４６ ,１１１冊、雑

誌２,４２１種となった。その詳細は、下記蔵書数のとおりである。 

【蔵書数（平成２５年３月３１日現在）】 

ア 図書（累計所蔵冊数）※研究室保管図書含む 

区 分 和 書 洋 書 計 

中央図書館 284,342 冊 79,796 冊 364,138 冊 

日進図書館 65,599 冊 16,374 冊 81,973 冊 

計 349,941 冊 96,170 冊 446,111 冊 

イ 学術雑誌（累計所蔵種数） 

区 分 和 書 洋 書 計 

中央図書館 1,428 種 659 種 2,087 種 

日進図書館 181 種 153 種 334 種 

計 1,609 種 812 種 2,421 種 

ウ 年間図書資料受入数（製本雑誌、寄贈図書、移管受入図書を含み、廃棄資料は含まない。） 

区 分 和 書 洋 書 計 

中央図書館 8,279 冊 491 冊 8,770 冊 

日進図書館 1,806 冊 124 冊 1,930 冊 

計 10,085 冊 615 冊 10,700 冊 

エ 視聴覚資料 

区 分 平成２４年度

受入数 
計 

中央図書館 378 点 19,152 点 

日進図書館 73 点 3,322 点 

計 451 点 22,474 点 

② 利用環境・情報アクセスの整備 

本年度は、中央図書館書架の上部２段目までに落下防止装置を設置した。落下防止装置が設置できな

い書架については、落下防止抑止になるシートを貼付した。日進図書館においては、既に１段目には、

落下防止装置が設置されているため、２段目にシートを貼付した。まだ、その他の震災に対する備えと

しては、不十分なので、今後早急に検討、実施していく課題である。また次年度から、図書館システム

がリプレイスされるため、その準備を年度末に実施し、新年度から、支障なく利用できるよう対応した。  

学生のライブラリーサポーターによる企画展示や、ライトアップ、エコツリーの制作等により、学生

の入りやすい雰囲気作りを行ってきた。 

学術機関リポジトリについては、研究論集だけでなく、新たに『椙山国文学』『生活の科学』を追加

することができ、コンテンツの充実を図った。平成２５年３月３１日現在、５６４本のコンテンツを公

開している。平成２３年１１月の公開以降の総ダウンロード件数は、２１万件を超え、７,０００件を

超えるアクセスがある論文もある。今後も各学部紀要や教員業績とのリンク等を進めて、コンテンツの

充実を図っていく。 

③ 職員 

平成２４年度の職員構成は、中央図書館が図書館課長、館員８名（内、嘱託職員３名）の計９名、日

進図書館の職員については、本年度より外部委託とした。その内専任職員での司書有資格者は３名であ

った。職員の研修会、研究会へは延べ２３回参加した。この他に学内において職員研修として、国立国

会図書館の方を講師としたインターネットツールに関する研修会、また製本業者による図書の修理のワ

ークショップを開催した。 

 

(2) 情報環境 

情報リテラシーガイドラインに基づく情報リテラシー教育の展開・拡充および情報リテラシー力向上

のための環境構築を進めることにより、学生の情報リテラシー力の向上を図る。本年度は次のとおり行

った。 

情報リテラシー教育１科目の全学共通必修化に伴う入学者のレベルに考慮した授業展開のため、ＴＳ



 

 

 

 

２０１２事業報告－２４ 

 

(Teaching Staff：他大学院生)の拡充配備している。更に、ＴＳを補完する情報ＳＡ（情報スチューデ

ントアシスタント：本学上級学生）の効率的配備を図り、サポート体制を強化した。 

全入学生を対象とした「情報リテラシー習得レベルの調査」のためのアンケートを継続して実施した。

調査項目は、パソコンの基礎、ワープロソフト、表計算ソフト、プレゼンテーションソフト、Ｗｅｂペ

ージの作成、情報セキュリティと情報倫理、ネットワーク等の学習や使用経験、高等学校での情報に関

する授業、取得資格等についてである。調査対象者１,４４４名中、回答者は１,３６０名（回答率９４.

２％）であった。アンケートの集計結果は、前年度と比較し、修得レベルの年度間の大きな差異は見ら

れないため、授業内容の見直し等、早急に対応が必要な問題点はないと判断した。また、本アンケート

調査を開始してから６年間の結果をまとめて冊子にした。冊子には、各年度のアンケート結果、当該年

度と前年度との比較、平成１９年から平成２３年度の５年間の推移をまとめた。 

自主学習用プログラムは、新たなＩＴパスポート試験の自主学習ソフトを導入し、学生のさらなるス

キルアップ向上を図った。 

ＩＴパスポート試験対策講座を開講した。春期・秋期の２講座合計で、受講者数８５名であった。学

生の集中力の向上のため、講座スケジュールを１ヶ月にまとめるなど、合格率向上を目指したカリキュ

ラムの見直しを行った。 

平成２０年度より開始したマイクロソフト社認定のＭＣＰ試験対策講座を継続実施した。受講者は１

５名（講座期間途中で就職活動等により２名辞退）であった。 

 

７ 社会貢献・連携事業 

(1) 大学間・地域間連携 

平成２４年８月、日進市との間でまちづくりや教育、文化振興など幅広い分野にわたって連携協力す

る包括協定を締結した。すでに本学と日進市とは市民向け公開講座や図書館の相互貸借協定等の個別の

連携事業を展開してきたが、包括協定の締結により、従来からの連携協力関係の深化および新規連携事

業の展開を行う。また、愛知県教育委員会との連携推進会議、東部丘陵生態系ネットワーク協議会等の

関係機関との連携活動も継続して実施した。 

エクステンションセンターでは、公共団体、民間企業等と連携し、教員を生涯学習講座の講師として

派遣したほか、学内施設を開放して様々な連携講座を実施した。平成２４年度は９団体（名古屋市教育

委員会、名古屋市生涯学習推進センター、名古屋市千種生涯学習センター、日進市教育委員会、名古屋

市千種保健所、名古屋市健康福祉局、日進市役所、三井住友銀行、読売新聞社）と連携し、講師派遣を

行った。 

 

(2) 生涯学習 

第２６回椙山フォーラムを椙山人間学研究センターと共催して実施した。 

日 時：平成２４年１２月１５日（土）１３：００～１７：００ 

会 場：文化情報学部メディア棟００１大講義室 

テーマ：「その時何が起きるのか～南海トラフ巨大地震を想定して～」  

詳細は「Ａ 学園全体 ３ 各センター等 (３) 椙山人間学研究センター」を参照願いたい。 

 

(3) 臨床心理相談室 

椙山女学園大学臨床心理相談室は、平成１８年度以降、年間にこの相談室で扱った心理相談が毎年 

２,０００件を越えるようになっており、平成２４年１月から１２月においても、相談件数は２,６１６

件（平成２３年１月から１２月は２,５９０件）となった。このうち、７６件（平成２３年は８２件）

が新規受付相談であった。相談室が地域の要請に応える形で、来談者が増加してきている。また相談室

は、人間関係学研究科臨床心理学領域の大学院生にとっての研修実践の場でもあり、週に一度のケース

カンファレンスや個別のスーパーヴィジョンが行われている。 

連携事業としては、平成１３年度から日進市教育委員会と相談室が共催の特別支援教育巡回指導事業

等を行っていることが挙げられる。これは、日進市内の小、中学校の教員および児童生徒・保護者への

相談活動を行うものである。また、社会貢献の面では、日進市との連携事業の一環として発達障害に関

しての保護者相談会を開催している。このほかにも、相談室主催の講演会が、毎年、開かれており、本

年度は「児童期・青年期に生かす認知行動療法」をテーマに国立精神・神経医療研究センター認知行動

療法センター長の大野裕先生をお迎えして開催した。今回は約２５０名の参加者があった。 

また、平成２４年度も前年度に引き続き、東日本大震災の被災者および支援者への心理相談に係る費

用の減免等の対応を行ったが、対象となる相談はなかった。 
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８ 学生募集・入学試験 

(1) 学生募集 

① 学生募集広告 

受験生への告知として、雑誌媒体、交通媒体、新聞媒体、インターネット媒体、その他に広告掲載を

行った。広告効果の指標の一つである資料請求件数は、２１,８９７件（６,３９８件減）であった。 

② 学生募集渉外活動 

○大学展・進学説明会・出張講義・大学見学 

大学展は、愛知、岐阜、三重を中心に３２会場に参加して入試相談を行った。高等学校などから

の依頼による進学説明会・出張講義を９０回行い、大学全体に関する説明は入学センターが、出張講

義（模擬授業）については依頼のあった学部の教員が対応した。大学見学は団体６件、個人１５件あ

り、見学者の対応を行った。 

○高校訪問 

入学志願者の安定的な確保、学生募集広報や入試施策の検討・立案のために、実際に進路指導を

行う担当教員からの情報収集やニーズの把握は重要である。 

平成１７年度からは入学センターの職員が担当エリアを分担し、定期的・継続的に高校訪問を行

い、各高等学校の進路指導担当者との良好な関係を築くことに努め、平成２４年度は、３７４校（延

べ訪問学校数６２１校）を訪問した。 

本学入学者は愛知県内の高等学校出身者が約８割を占めることから、愛知県を中心に、岐阜・三

重を含めた東海３県の高等学校への訪問を優先し、強化している。 

また、大学に勤務する事務職員の協力を得て、夏期に東海３県以外（福井、石川、富山、静岡、

長野（南信）、滋賀）の高等学校を訪問し、訪問地域の拡大にも努めている。  

③ 学生募集イベント 

○大学説明会 

併設高等学校の説明会は、３年生（生徒および保護者）と２年生（生徒）に対し、同校との協議

のうえ、年間計画に基づき説明会および模擬授業を実施し、本学への進学に関する情報提供を行った。 

近年、併設校から他大学へ進学する生徒が増加傾向にあり、併設校の生徒に対しては、本学で学

ぶことの魅力をできる限りアピールし、進学に結びつける工夫が求められる。  

高等学校教員対象大学説明会は、各高等学校の教員を対象に、星が丘キャンパスをはじめ学外

（津、岐阜、豊橋）に会場を設定し、実施している。学部教育に関する説明、前年度入試結果の報告、

次年度入試の概要、就職状況の説明、個別相談を主な内容として実施している。 

○入学広報関係行事 

入学広報関係行事は、オープンキャンパスを３回、入試相談会を７回行った。オープンキャンパ

スの合計参加者数は６,１２７名（対前年比６４７名増）であった。 

 

(2) 入学試験  

① 平成２５年度入試の主要変更点 

平成２５年度入試においては、平成２０年１２月２４日付け中央教育審議会答申「学士課程教育

の構築に向けて（答申）」に示された方向性を考慮し、１８歳人口減少期の厳しい状況の中、できる

限り志願者の確保に資するため、受験環境の整備に努めた。詳細は、以下のとおりである。  

○一般入試Ａ 

一般入試Ａ（３教科型）の名称を一般入試Ａ（プラスセンター型）に変更し、受験生に入試形態

をわかりやすくした。選抜方法は、本学個別試験２教科２科目に大学入試センター試験から高得点の

１教科１科目を加えることにより、合計３教科３科目で合否判定するものである。  

また、２教科型およびプラスセンター型の本学個別入試の公民「現代社会」の出題を廃止した。  

○一般入試Ａ（プラスセンター型）、センター利用入試Ａ・Ｂ 

大学入試センター試験の利用科目である「工業数理基礎」「簿記・会計」「情報関係基礎」を廃

止した（対象学部：国際コミュニケーション学部、人間関係学部、現代マネジメント学部、教育学

部）。また、大学入試センター試験の「英語」のリスニングを全学部全学科で利用することとなった。  

② 平成２５年度入試の結果について 

学齢人口が減少し、志願者確保に苦心している多くの大学において、学部１年次の本学入学志願

者数は、全体で７,５８７名（７３９名増）、対前年１１０.８％となった。 

本年度からＷｅｂ出願を利用した検定料割引制度を導入したことにより、併願志願者の大幅増

（前年比１０８％）となり、総志願者数増につながった。 

平成２５年３月３１日現在、総計１ ,３４２名の募集定員に対する第２次入学手続者数は    

１,４６１名で、全ての学科において入学定員を満たし、学部１年次全体の定員超過率は１.０８とな

った。 
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１,４６１名の入学者のうち愛知県内の高等学校出身者は、全体の約８割を占めており、これまで

と同様、地元への依存度が非常に高い状況である。 

③ 入学志願者の確保 

今後の入学志願者の確保のための一方策として、出願制度に関し、平成２５年度入学試験に係る

出願において、インターネットを利用して出願する場合は入学検定料を減額することにし、大きな成

果をあげることができたため、次年度以降も継続していく。 

【平成２５年度入試の結果】                （平成２５年３月３１日現在） 

平成24年度 前年比

120 1,155 975 118.5% 266 4.34

132 635 404 157.2% 281 2.26

252 1,790 1,379 129.8% 547 3.27

105 648 588 110.2% 348 1.86

95 473 427 110.8% 322 1.47

200 1,121 1,015 110.4% 670 1.67

120 384 473 81.2% 349 1.10

100 439 364 120.6% 285 1.54

220 823 837 98.3% 634 1.30

120 475 430 110.5% 303 1.57

120 562 348 161.5% 312 1.80

240 1,037 778 133.3% 615 1.69

現代ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学部 170 704 746 94.4% 470 1.50

保育･初等教育専修 80 661 732 90.3% 187 3.53

初等中等教育専修 80 746 614 121.5% 253 2.95

160 1,407 1,346 104.5% 440 3.20

看護学部 100 705 747 94.4% 292 2.41

1,342 7,587 6,848 110.8% 3,668 2.07

※国際コミュニケーション学部第２志望は除く。

看護学科

子ども

発達

学科

ﾒﾃﾞｨｱ情報学科

計

計

文化情報学部

教育学部

文化情報学科

現代ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科

人間関係学科

心理学科

計

計

国際言語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科

表現文化学科

計

募集
人員

志願者数

人間関係学部

合　計

学部 学科・専修

管理栄養学科

生活科学部

倍率
合格
者数

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
学部

生活環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科

 

平成24年度 前年比

人間生活科学専攻（博士後期課程） 3 1 0 - 1 1.00

食品栄養科学専攻（修士課程） 6 5 6 83.3% 5 1.00

生活環境学専攻（修士課程） 6 3 2 150.0% 3 1.00

15 9 8 112.5% 9 1.00

人間関係学研究科 人間関係学専攻（修士課程） 20 35 40 87.5% 19 1.84

35 44 48 91.7% 28 1.57合　計

生活科学研究科

計

研究科 専攻
募集

人員

志願者数 合格

者数
倍率

 

 

９ 管理運営 

(1) 管理運営体制 

大学の各種課題に対し必要な施策を具体化し、確実・迅速に実現しうる管理運営体制を整備するため、

副学長の設置について検討し、平成２５年度中の整備に向けた検討作業を行っている。 

また、平成２４年８月の中教審答申を踏まえ、本学における学士課程教育の質的転換を図ることを目

的とし、学長のリーダーシップの下で検討委員会を組織し、必要な改革アクションプランを作成した。 

次年度はじめに大学改革アクションプランをまとめた学長メッセージを学内外に発信し、その実現の

ために必要な施策について全学を挙げて取り組んでいく。 

 

(2) 自己点検・評価 

本学では、自己点検・評価活動として、毎年「大学年報」を刊行し、７年に１回の第三者評価に備え

てきた。平成２４年度は、平成２５年度に第２回目となる大学基準協会の認証評価を受ける申請年度と

なるため、大学評価運営委員会を中心に「点検・評価報告書」を作成し、平成２５年３月末に提出した。  

平成２５年度は、大学基準協会の書面評価と実地調査が行われ、最終的に評価結果として、大学基準

に適合しているかどうかが通知される。この認証評価の結果を真摯に捉え、積極的な改善・改革を行い、

大学の内部質保証システムを機能させ、より良い大学を作っていく。 
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Ｃ 椙山女学園高等学校・中学校 

１ 申請・届出等 

高等学校における現状を踏まえ、定員を１,４８５人から１,２００人に改めるため、平成２４年７月

に愛知県に収容定員変更認可申請書を提出し、同年１０月に認可されたことに伴い、平成２５年３月に

学則変更を行った。 

高等学校における新学習指導要領（平成２１年文部科学省告示第３４号）が適用されるまでの移行措

置に対応するため、平成２５年度以降入学生に係る教育課程表を新設した。 

 

２ 教育活動 

 (1) 学習指導分野（教科指導・進路指導・国際交流） 

(ｱ) 基礎学力の定着、家庭での学習習慣定着のための補習・小テスト実施・課題点検など、特に中学校

での日常的な教科指導が継続的に行われている。高等学校・中学校とも外部業者による学力推移調

査を実施し、担任・教科担当者へは還元しているが、生徒への還元は検討の余地がある。現高等学

校２年生から導入する「新持ち点計算方法」を高等学校２年生の１１月シミュレーションで実施し

た。次年度本校で開催される「全国高等学校国語教育研究連合会第４６回研究大会愛知大会」の準

備を国語科が中心となり進めた。本校の授業実践を発表する（２クラス）こととなり、教科研修の

機会としてだけでなく、県内外にアピールできる動きとして実施する。 

(ｲ) 中学校の新カリキュラムは本年度完全実施となった。高等学校では本年度入学生用の移行期カリキ

ュラムの３年次選択科目、同じく次年度入学生用の完全新カリキュラムの内容論議が進んだ。２年

次の選択科目の再論議を提起する。 

(ｳ) 各学年の進路指導計画は方針通り着実に実施された。高等学校の生徒および保護者に対する併設大

学側からの説明方法（時期・場所）の要望はあるが具体的な提案はされていない。高大連絡協議会

では併設校推薦枠の論議もあったが具体的な提案は現時点ではない。 

(ｴ) 語学研修プログラムの新たな研修地であるイギリス・ケンブリッジについては下見を実施し、職員

会議でその報告を行い、次年度実施の運びとなった。また、ブリスベンでの新規交流校（Lourdes 

Hill College）も決定し、同じく次年度実施の運びとなった。南京暁庄学院の受け入れプログラム

は先方の申し入れによって中止となった。それも含め再来年度以降のプログラムの実施予定の立案

を行っていく。 

 (2) 図書館教育分野（図書・行事・総合） 

(ｱ) 中学校の新沖縄修学旅行（３泊４日）は予定通り実施できた。中学校遠足は主旨を変えることなく、

目的地を変更する提案をした。高３（高１）の行事（歌舞伎廃止、芸術鑑賞の是非、京都校外学

習）の整備を急ぐ。今後は高等学校の修学旅行先である長崎での被爆体験を語る講師の高齢化への

見通しを早急に立てる。 

(ｲ) 方針にあった図書館活用の授業形態の普及策は、特に新たな取り組みを発掘できなかった。図書館

利用が制限されることがないように図書館と関連部署での調整ができた。 

(ｳ) 図書館での調べ学習を中心に据えた教育活動を担う「総合」「行事」「図書」の３係が連携を意識

して係活動に臨んだ。今後は学習指導分野との協働の視点を検討する。 

 (3) 校務運営分野（校務・ＰＴＡ） 

『学校便覧』を電子化し共有フォルダーで閲覧できる形にして、散逸した過去の規程類を落とさない

よう配置した。今後は規程類の追加・改定があった際にはその都度フォルダーを更新する。 

３ 生活指導 

(1) 日常的に校内外のマナー指導を行っている。地道な指導を継続することが必要である。また、犯罪に対

して自らを守る意識をもたせる指導の具体化を検討していく。 

(2) 社会現象でもある家庭の教育力の低下に関わる問題も散見された。また、発達障害等の生徒、心の悩み

を持つ生徒の状況も『相談室からの報告』でなされた。カウンセラーの相談時間を延長した。引き続き、

カウンセラー、養護教諭との連携を十分取りながら指導にあたる。 

(3) 携帯電話・インターネット等生徒のモバイル環境に関する職員研修をもったが、生徒への適切な利用指

導方法について他校の状況もみながら、引き続き、模索していく。これに関わる規程の整備も検討して

いく。 

(4) 明文化されていない規程の細部に関して、生徒指導係長、生活指導部長と管理職で緊急に対応するケー

スも生じている。 
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４ 高等学校卒業後の進路および進路指導 

併設校・指定校推薦で進路を決定する生徒が大多数である本校の現状の中で、本年度も、幼稚園から

総合大学までを擁する女子総合学園たる椙山女学園の一角を担う高等学校として、学年毎のあるべき進

路指導の形を模索してきた。本年度の高等学校３年生３９３名のうち、併設大学指定校推薦は２６１名、

他大学指定校推薦の決定者は５２名であった。圧倒的多数派となる指定校推薦で進学する生徒たちの進

路決定の基軸である本選考や、それに先立つシミュレーションには毎回慎重を期した。また、大学説明

会や課題レポート発表会など、併設大学との連携企画も各学年群と協力して行うことができた。一方、

刻々と変化する他大学入試の有り様を敏感に認識しつつ、本校生徒の実情に則した対応を念頭に置くよ

う心掛けた。 

【椙山女学園大学進学者（２６７名）】 

学部 学科(専修) 指定校 ＡＯ 公募推薦 
一般 

センター 
進学 

生活科学部 
管理栄養学科 ３３    ３３ 
生活環境デザイン学科 ３０    ３０ 

国際コミュニケーション

学部 

国際言語コミュニケーション学科 

 
２８  １  ２８ 

表現文化学科 ２２ １   ２３ 

人間関係学部 
人間関係学科 １０ ２ １  １３ 

心理学科 １９    １９ 

文化情報学部 
文化情報学科 ６ １   ７ 

メディア情報学科 ２３    ２３ 

現代マネジメント学部 現代マネジメント学科 ２５   １ ２６ 

教育学部 

子ども発達学科 

保育・初等教育専修 
２０    ２０ 

子ども発達学科 

初等中等教育専修 
２０    ２０ 

看護学部 看護学科 ２５    ２５ 

計 ２６１ ４ ２ １ ２６７ 

【中部４年制大学進学者（６１名）※ 椙山女学園大学進学者を除く】 

愛知大学９名、愛知医科大学１名、愛知学院大学６名、愛知県立芸術大学１名、愛知淑徳大学６名、

朝日大学１名、金城学院大学４名、鈴鹿医療科学大学１名、中京大学７名、名古屋市立大学１名、名古

屋外国語大学４名、名古屋学院大学２名、名古屋女子大学１名、名古屋造形大学１名、南山大学８名、

名城大学６名、藤田保健衛生大学１名、四日市看護医療大学１名 

【中部以外の４年制大学進学者（３０名）】 

青山学院大学２名、大妻女子大学１名、共立女子大学１名、京都女子大学１名、神戸女学院大学２名、

白百合女子大学１名、信州大学１名、同志社女子大学１名、東京家政大学１名、東洋英和女学院大学４

名、日本大学１名、フェリス女学院大学１名、法政大学１名、武蔵野大学２名、立命館大学２名等 

【短期大学進学者（４名）】 

名古屋女子大学短期大学部１名、名古屋文化短期大学２名、南山大学短期大学部１名 

【海外大学進学者（４名）】 

ノースイースタン州立大学１名、カリフォルニア州立大学１名、ヒューマン国際大学機構２名 

【専門学校進学者（８名）】 

大原簿記情報医療専門学校１名、資生堂美容技術専門学校１名、名古屋市医師会看護専門学校１名等 

【就職（１名）】 

【進学準備（１８名）】 

５ 安全管理 

避難訓練を実施し、「自然災害対応マニュアル」を生徒手帳に掲載するとともに、教室にも掲示した。 

６ 保健管理 

定期健康診断については、高等学校・中学校とも和風館で、例年どおり業者委託により検診を行った。

不登校生徒への対応については、全教員が「ヘルスサポート」（不登校以外にも問題を抱える生徒の一

覧）で状況を把握し、問題の共有、解決につなげられるよう努めた。 
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７ 保護者・地域との連携 

保護者会、学級懇談会を開催したほか、ＰＴＡ総会およびＰＴＡ研修会・講演会を実施した。広報活

動としては機関紙「金剛鐘」６８・６９号を発行した。  

校外環境美化活動、ボランティア清掃を全教職員・全クラスで実施した。ＰＴＡの校外活動として名

北地域シンポジウムに参加した。 

８ 施設・設備等 

  (1) 特別教室の有効活用 

ア 授業後に、コンピュータ室１室を定期的に開放した。 

イ 特別教室を利用可能な状態にした。 

  (2) 視聴覚機器の有効活用 

ア 普通教室のプロジェクターをいつでも使用可能な状態に保った。 

イ 視聴覚機器を利用可能な状態にした。 

  (3)各種施設の有効活用 

グラウンド・体育館等、諸施設の安全で有効な使用を促し、ホームルーム活動やクラブ活動の活

性化に役立てた。 

  (4)各種処理ソフトウェアの充実 

成績処理システムの円滑な使用に努め、教員の生徒指導の時間を確保した。  

９ 図書館活動  

  (1) ｢学習センター｣としての図書館を活かした学習指導の充実を図った。そのために、図書館運営委

員会を拡充し、議題限定の会議を特設した。 

  (2) 生徒の読書活動を幅広く支援した。 

１０ 組織運営 

総務会が学校運営の中心となる。この２～３年で教員が若返ったが、逆に本校の目指す教育の継承が

大切になる。総務会が広い視野を持ち、若い組織を育てる意識を持ち、高等学校・中学校の教育活動に

責任を持ち、かつ高等学校・中学校の伝統を守りつつ発展させるべく、論議を深めながら学校全体の教

育活動を行うよう努めた。 

１１ 職員研修 

職員研修会は次のとおり研修会を実施した。「研修会報告」と「本校教員の実践紹介」という枠に限

定せず、時宜に適した内容を総務会で検討し実施した。今後も主旨・形態に幅をもたせた研修会を提案

する。 

  (1) 日時：７月６日（金）１３:３０～１５:００ 

内容：『学校における著作権教育アンケート調査」から見えてくる現状と課題』  

講師：大和 淳 氏（国立教育政策研究所） 

  (2) 日時：１２月１３日（木）１３：３０～１５：００ 

内容：『生徒を取り巻くモバイル環境』 

講師：難波 博孝 氏（広島大学教授） 

１２ 入学試験 

学校案内パンフの作成や、特に中学校における広報活動で、広報委員の果たした役割は大きかった。

また、学外での説明会等も、広報委員をはじめ総務会メンバーや他の一般教職員の協力を得て実施でき

たことは、職員全員で取り組むべき広報活動の裾野が広がった点で成果があったといえる。次年度に向

けては、「平成２５年度中・高入試のまとめ」を踏まえたうえで、生徒募集政策に関わる論議を深めて

いく。 
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【平成２５年度入試の結果】 

(1) 高等学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 中学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   

 

 

Ｄ 椙山女学園大学附属小学校 

１ 申請・届出の状況 

小学校校地とする土地購入により、新校舎の建設を行い、定員を２４０人から４８０人に増員し、教

育の充実・拡大を図るため、平成２４年７月に愛知県に収容定員変更認可申請書を提出し、平成２５年

３月に認可されたことに伴い、平成２５年３月に学則変更を行った。 

パリのユネスコ本部に送付する「ユネスコスクール」申請書（日本文と英文 Application for 

Participation）を作成し、ユネスコスクール国内事務局と連絡を取り、三重大学と愛知教育大学の事

前チェックを受け、愛知県私学振興室に本申請を提出した。平成２４年１２月２１日に、パリのユネス

コ本部から、ユネスコスクール加盟登録の正式認定を受けた。３月１１日に、名古屋市ユネスコ協会会

長が来校され、ユネスコスクールプレートの贈呈式を行った。 

２ 教育活動 

(1) 教育方針 

本校は、女子総合学園の一翼を担って一貫教育を推進し、幼稚園、中学校、高等学校、そして大学と

の連携を図りながら、教育目標と校訓の達成のために、共生と未来志向の視点のもと学校改革を推進し、

本学園の教育理念「人間になろう」の具現化に向けて、教育の一層の充実を図ることができた。  

特に、本年度は、本校創設６０周年にあたり、創設時の先進性をこの２１世紀の地球時代に反映すべ

く「椙小ルネサンス」として、学校、ＰＴＡ、学園と連携して、学校づくりを推進するとともに、６０

周年記念事業を展開することができた。 

また、本校の地域での環境教育、地球規模での国際交流活動、表現活動等が認められ、パリに本部の

ある国連・ユネスコスクールに正式に加盟登録が認定され、名実ともに、世界とつながる学校になった。  

本校は、１学級３０名の学級編成を基盤に、１５人ずつの少人数指導も取り入れ、毎日英語や国際理

解教育を実施し、英語のコミュニケーション力や国際性あふれた資質と態度形成を図ることができた。  

また、学級・学校を開放し、地域や世界とつながる学校を目指して改革を進め、共に生きる学級・学

年プロジェクト活動、共に学びあう学びのコミュニティ、共に響きあう表現活動を創出することができ

た。そして、女子のみの利点を生かし、思いやりや品位があり、社会的貢献ができる人間性豊かな児童

の育成を目指して、文部科学省や愛知県が推進するＥＳＤ（持続発展教育）の研究実践を展開すること

ができた。 

 

H24 前年比 倍率 H24

推薦
200名の
約55% 150 196 76.5% 150 0 141 1.06 141 141 141 141 173

一般
200名の
約45%

292 385 75.8% 283 9 237 1.19 184 42 42 42 21

椙中推薦 200 195 241 80.9% 195 0 195 1.00 195 195 195 195 241

合計 400 637 822 77.5% 628 9 573 1.10 520 378 378 378 435

受験者

募集
人員

学校
欠席者

入学

入学者第1次 第2次
入学
許可

入学手続

合格者

入学試験出願

志願者

高校

試験区分

H24 前年比 倍率 H24

一般 160 682 760 89.7% 431 251 275 1.57 204 201 201 201 136

第１回繰上合格 19

第２回繰上合格 9

第３回繰上合格 6

椙小推薦 - 50 42 119.0% 50 0 50 1.00 50 50 50 50 42

合計 160 732 802 91.3% 481 251 325 1.48 254 251 251 251 212

募集
人員 第1次志願者 受験者

入学手続 入学入学試験

入学
許可

学校 試験区分
出願

中学

入学者第2次合格者欠席者
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(2) 教育活動 

新学習指導要領に依拠しつつ、本校教育の内容を質的にも向上させ、学力と生きる力の深化と定着に

努めた。特に、新学習指導要領の背景に、文部科学省およびユネスコが世界中で強力に推し進めている

ＥＳＤ（持続発展教育）があるので、教科学習との関連を調べ、ＥＳＤカレンダー作成の試行段階まで、

研究を進めることができた。また、学力の基礎をなす国語・算数は勿論、他の教科・領域も指導に、協

同的な学び合いを導入し、学力の向上と共に、児童の自ら学ぶ意欲を高め、学びのコミュニティとして

の学級の発展も図ることができた。特に、学校全体での協同的な学び合いについての研究授業を実施す

ることができた。中でも、高学年は、基礎学力、応用的な学力ともに、学年での日々の指導が徹底し、

学力を伸ばすことができた。 

専任講師、専任教諭による英語学習を毎日少人数編成で、１年生から６年生まで実施し、英語による

コミュニケーション能力を高め、国際理解や国際交流の深化を図ることができた。その応用として、ク

リプトメリアン・サタデースクールでのブロード・キャスティング・イングリッシュ講座の児童を中心

に、オーストラリアの子どもたちとスカイプを利用した交流を実現できた。 

４年生山の生活、５年生海の生活、６年生入鹿の生活、６年生修学旅行等の校外宿泊生活を実施し、

様々な体験活動を通じて、児童の知見を広げると共に、自立性、協力性など多面的伸張を図ることがで

きた。６年生は、従来は三方の生活であったが、福井県の三方は風光明美なところではあるが、周りは

原子力発電所で囲まれており、保護者の不安などから、本年度は、急遽、明治村を中心とした入鹿の生

活に変更した。そして、明治村でフィールドワークを生かした学習のまとめを児童がグループで行い、

すばらしい成果を出すことができた。 

また、書初コンクール、図工作品展、縄跳び大会など様々な活躍の場を設け、児童の特性の伸張を図

ることができた。日常的な活動としても、平成１４年から継続している朝読書タイムで、読書指導を行

い、読書習慣の定着と読解力の育成を図った。特別活動では、「ヒックとトゥースの広場」等で行う児

童の主体的なプロジェクト活動の支援を児童会担当が組織的に行うことができた。  

本校のユネスコスクールへ向けての取り組みとして、国際教育、環境教育、情報教育、表現活動など

を核としたＥＳＤ（持続発展教育）の推進を図った。 

国際交流では、５・６年希望者７名がオーストラリアのパースでホームステイを実施し、子どもたち

の海外体験だけではなく、現地の学校の校長とも話し合いをすることができ、今後の交流をホームステ

イだけではなく、学校間の交流に発展させる合意を得た。そして、共通の課題として「水と生活」を設

け、パースやオーストラリアでの水問題についても、実際に牧場で体験したり、日本との関係を調べた

り、パースの貴重な教材をいただいたりすることができた。 

机と椅子の支援から始まったブルキナファソとの支援交流活動は、ブルキナファソ日本大使の杉浦大

使の協力を引き続き得られ、日本とブルキナファソで同一日に街の清掃活動を行う「地球クリーンアッ

プ活動」を実施したり、音楽交流を実施したり、第２ステージの支援交流活動へと進んだ。そして、 

６０周年記念のＰＴＡ事業では、ブルキナファソ大使等を招待し、交流事業を行い、テレビなどでも放

映された。そして、「水と生活」について、相互に交流を進めることになった。  

情報教育については、各学年で総合的な学習の時間等を活用し、パソコン指導を行い、操作能力の習

得と調べる力、発表力など、プレゼンテーション能力の向上を図ることができた。  

環境教育では、ビオトープの再整備と関連させながら、東山動物園と連携した「ひがしやまメダカ里

親プロジェクト」に参加し、絶滅危惧種に指定されている名古屋メダカの繁殖保護育成に貢献し、児童

の環境委員会が世界メダカ館でその成果と研究を発表し、賞を２年連続でいただくことができた。 

ユネスコスクールとして、名古屋フィルハーモニー交響楽団と連携した寄付教育を実施し、本校への

アウトリーチ活動や市民会館での本校児童と名フィルとの共演が実現した。本校のブルキナファソ支援

交流などの本校の寄付教育なども評価され、次年度以降も、名フィルとの連携活動は継続することにな

った。 

食育では、健康を守り育てる、豊かなこころをはぐくむ、環境にやさしいとＰＴＡからの「安全安

心」をキーコンセプトにして、ＰＴＡや給食業者と連携して、すこやかな人間の育成を図る試みを推進

するとともに、学園の食育推進センターの協力も得られることになった。次年度から、協同プロジェク

トを実施していく。 

土曜日の「クリプトメリアン  サタデースクール」も、伝統文化・アート・サイエンス・スポーツ・

コミュニケーションの５つのコンセプトによる椙山女学園のスクールアイデンティティの浸透と「人間

になろう」の目標を掲げ、充実した活動となった。囲碁、和太鼓、長唄・三味線、折り紙、フラダンス、

造形絵画、サイエンス、パソコン、サッカー、フランス語、ブロード・キャスティング・イングリッシ

ュという普段の授業では扱わない内容について専門講師が指導し、児童の特性の伸張を図った。また、

大学生を中心としたふれあい実習のボランティア活動を通して、国語、算数などの基礎学習の定着を図

ることもできた。 

平成２５年度から始まる学童クラブとクリプトメリアンセミナーからなるアフタースクール開校に向

けて、関東や関西の実例を調べ、新しい子どもたちの居場所と学びになる計画を立て、準備を行った。  
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３ 生活指導 

生活指導主任と生活指導部の活動を予防的生活指導の視点から、強化を図り、全校での指導の一貫性

を図るために、制服の着こなし、文房具の標準化、挨拶、言葉遣い、給食指導、道路の歩き方、乗り物

内での態度など児童の生活指導における「椙小スタンダード」化を試みた。さらに、ＰＴＡとも連携し、

「あいさつ運動」も継続し、「早寝、早起き、朝ご飯、あいさつ」など児童の基本的生活習慣の浸透を、

保護者の理解と協力を得ながら推進することができた。中でも、高学年から始まった靴箱の整頓におい

ては、大変きれいに靴が並べられていることから、「細部にわたって、しつけが行き届いている。」と、

来校者からは賞賛の言葉をいただいた。 

併設大学の人間関係学部との連携から導入したスクールカウンセラーも、教育相談活動の充実やケー

スカンファランスに参加するようになり、児童の健全育成に役立った。  

このような学校全体での取り組みによって、規則を守り、品位ある生活習慣を身につけ、人の痛みの

わかる心温かな情操の育成に努めることができた。 

４ キャリア教育 

発達段階に応じた適切な自己理解を促進し、自己の成長に気付かせ、自分のよさや可能性を認め、将

来への夢や希望がもてるように賞賛や激励の働きかけに努めたり、職業体験に結びつく、児童の主体的

なプロジェクト活動を「ヒックとトゥースの広場」等を利用して行ったりすることができた。総合的な

学習や英語活動で、様々な職業を調べたり、児童による博物館、放送局、新聞社なども体験したりする

ことができた。また、ブルキナファソとの支援交流の活動の中から、児童自らが起業教育につながる活

動を発案し、椙小オリジナルの鉛筆やバッグなど、「椙ニコ GOODS」として製品化され、販売するまで

に至った。 

５ 安全管理 

学校における安全管理の強化が求められてきた。そこで、例年行っている「地震・火災避難訓練」

「不審者対応訓練」をより細かく再検討し、事前に教員研修も行い、高いレベルの訓練を実施し、警察

署からも高評価をいただいた。また、救急救命の講習も実施した。さらに、５・６年生対象に「薬物防

止講演会」も開催した。 

防災･防犯施設の整備点検や生活安全情報に留意し、通学路の安全確保のために、通学路に期限付き

ではあるが、教員が路上に交代で立って、児童の登下校の安全を図った。  

昼間は警備員による校門を中心とした学校周辺警備、夜間は防犯機器による機械警備を継続し、安全

管理に対する教職員の意識を改革する指導を継続的に行った。 

６ 保健管理 

本校保健安全計画に基づき、児童の健康管理、安全管理の適正化を充実するために、学校保健総合管

理システムの導入を図り、児童の病気･怪我などに対する対応の迅速化と記録管理の徹底化を図ること

ができた。保健室の整理整頓に努め、より適切な運営ができるように、保健室の充実と保健関係の広報

活動を図った。健康管理の器具を新調し、より適切に一人ひとりの児童の健康管理を図れた。  

また、学級での指導やスクールカウンセラーのメンタル面のサポートが広がり、日常生活において健

康で安全に行動できる能力を養い、人や命を大切にする気持ちを高めることができた。  

７ 保護者・地域との連携 

学期に２回ずつの保護者会と年に２回の個人懇談会を開催し、保護者の学校教育への理解を深めると

共に、教師・保護者間の意志の疎通を密にすることができた。保護者とは日常の連絡も密にとることに

留意し、相談事にも親身になって応えるように、学級担任にも指導し、問題への対応を図ることができ

た。 

ＰＴＡ活動の中に、既存の幹事会と共に、主体的に学校づくりに参加、協力してくださる「椙小ルネ

サンス委員会」が発足し、学校づくりの重要なパートナーとして、教職員と共に、学校改革の推進を図

ることができた。 

ＰＴＡによる６０周年記念事業も、椙ニコちゃん着ぐるみの作成から、グランドピアノ、６０インチ

のモニター、そして、歌手の川嶋あいさんやブルキナファソ大使などによる「ＴＳＵ・ＮＡ・ＧＵ」の

イベントなど、大変協力的な活動を展開された。 

学校周辺での乗用車による送迎の問題は、ＰＴＡのあいさつ運動時での実態の把握などを通して、対

応策の検討に向けた協議を始めたり、一斉配信メールでの呼びかけを行ったり、プリントを配布した。

しかし、まだ課題は残っているので、保護者の学校周辺での自家用車駐停車のマナー向上を図るように

していく。 

新校舎建設工事での近隣の方への対応は、学園と建設会社が中心になり丁寧に行った。 
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地域からも親しまれる学校を目指して、サッカー教室への放課後運動場貸与など協力してきたが、さ

らに地域と連携した活動を広げていきたい。 

８ 施設・設備等 

昨年度に引き続き、全教職員が、校内の空間構成への意識を高め、児童の学びへのしかけとなる空間

構成を演出するなど、古い施設設備であっても、展示や整理整頓など、徹底的に工夫して活用し、訪問

者からも、より多くの賛辞を得ることができた。 

新校舎建設と移転に向けては、新校舎と設備備品移転担当を決め、新校舎の設備備品なども、新たな

学校づくりに向けて、学園、建設会社などと協議を重ね、新校舎の完成に至った。そして、移転担当を

中心に、全教職員が引っ越し作業に関わり、無事に引っ越しを終えることができた。  

９ 組織運営 

教務主任、生活指導主任、研究主任、行事主任を置き、この小学校運営委員会のメンバーが、学校の

組織的運営に責任ある立場としてかかわり、全校一体となった学校運営に努めるようになった。さらに、

新１年生からの定員増への対応として、入試担当の特別任務主任を置き、関東地区や関西地区の私立小

学校の入試傾向や新しいＡＯ型入試の導入、入試と入学後の児童の傾向調査など、小学校入試関係の専

門家としての力量形成を図った。 

広報活動については、学園と一体になってさらに強化し、ホームページの充実へ向けて、一歩前進す

ることができた。しかし、さらなる強化が必要である。 

教職員の人事交流を図る一歩として、併設中学校の教員と小学校教員の交流を行った。その教員のプ

ラス志向の教育姿勢は、様々な面で、小学校教員にもいい影響を与えた。財政的経営状況の健全化と教

職員の能力の発揮に、学校組織運営を通して努めた。また、学校評価や学年・学級経営の評価を実施し、

学校経営の適正化を図ることができた。個人情報管理についても適切な対応を図った。 

新校舎と学級増に対応するために、アフタースクール担当の特別任務主任を配置し、日本全国の情報

収集や計画づくりを行い、学童クラブとクリプトメリアンセミナーからなる椙山女学園アフタースクー

ルの開設準備を行った。 

１０ 職員研修 

教員の人材育成、能力開発の観点から、ライフステージにあった研修目標の設定と研修に向けて、教

職員のプロとしての「自己開発」と「外部での研修」を勧め、教職員の意識改革を継続して行った。ま

た、ジャーナルによる学級経営や授業、分掌活動等の振り返りの徹底を図った。さらに、研修体制づく

りとして、「指定研修」や「応募研修」「自主研修」を継続し、対外的な研修への参加が広がり、学校

の研究活動へも大いに貢献した。特に、個々の研修を職員会議で報告することを義務付け、教職員全体

で研究情報を共有し、学校全体の組織力強化となった。  

全校で共通な研究テーマを設け、テーマの探究、研究授業の実施、研究紀要の作成など、主体的な研

究活動を実施したり、外部の専門家を講師で招いたり、積極的に研修会への参加など、研修活動の活性

化も図ることできた。そして、小学校の研修のまとめでもあり、教師の実践研究の歩みでもあるが、長

年出されていなかった小学校の研究紀要『学び合う椙小っ子』として発刊することができた。さらに、

大学との交流として、教育学部の非常勤講師を２名が行い、また大学の紀要等に小学校教諭が論文を掲

載することもできた。 

１１ 入学試験 

名古屋地区においても、私立小学校が３校になり、小学校入試も、より厳しさが増しており、本校と

しては募集方法・入学試験などの改善を図ることにした。 

まず、新校舎での定員増（約８０名）に向けて、入試担当の特別任務主任を置き、関東地区や関西地

区の私立小学校の入試傾向や方法を探り、従来の附属幼稚園からの推薦入試、一般入試に加え、新しい

社会層の家庭や椙山への入学を第１希望とするご家庭の要望にあったＡＯ型入試の導入を図った。この

ＡＯ型入試では、当初の予定した人数２０名より多い２５名の志願者があり、２１名の合格者を出すこ

とができた。全体の志願者は、１２月に行った一般入試の再募集での応募１４名を含め、昨年の８６名

に対して、１１０名の志願があった。しかし、ＡＯ型と一般の併願者が１６名あったが、辞退者がいた

ため、８７名の受験者の中から、８２名の合格者を決定し、通知した。最終的には、転勤等の事情で辞

退者も出たため、７４名の入学者により、平成２５年度はスタートすることになった。 

転入学試験については、従来は新４年生だけを実施しているが、本年度は、３学年で実施した。新２

年生では、募集人員２名に対して５名の応募、新３年生では、１１名に対して５名の応募、新４年では、

４名に対して１２名の応募があった。新４年は、中学受験も意識した家庭も多く、応募が多いと言える。 

このような応募、入試状況の結果ではあるが、本年度は、学校案内の内容をより魅力的なものに変え、

学校改革のアピールを学校内外で図り、学校説明会や入試説明会のほかに、入試個別相談会を実施した。
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入試広報については、小学校単独ではなく、広報課と連携し、ホームページやパンフレット、広告活動

などを行った。さらに、幼稚園へパンフレットを持参したり、山添キャンパス事務課とも協力し、塾へ

の訪問や海外からの帰国児童を抱える企業訪問を行い、新校舎や学童クラブの設置なども含めて広報活

動を行った。 

これらの厳しい状況を踏まえ、さらに、次年度は、小学校に広報の特別任務主任も置き、教職員全体

が定員増に対する意識を高め、より新校舎も生かした広報活動を実施することにした。中でも、受験者

に直接かかわる塾やインターナショナル系の幼稚園にさらに働きかけ、本校の学校説明会の参加者のう

ち５７.８%がホームページで開催を知ったことなどを踏まえ、さらにホームページの充実を図りたい

と考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｅ 椙山女学園大学附属幼稚園 

１ 申請・届出等 

平成２４年度に申請・届出等は特に行わなかった。 

２ 教育活動 

平成２４年度事業計画に示した次の４つの教育方針（①「健康な心と体」、②「自己発揮」、③「人

間関係力」、④「道徳性」）に沿って教育を進めた。 

その際、学年ごとの教育目標の達成を目指し、「運動」「食育」「人間関係」「環境」「言葉」「表

現活動」「制作」の７つの分野別に立てた教育目標に沿って、「年間」「月」「週」の指導計画、活

動・行事ごとの指導計画を作成し、それに基づいて実践を行った。 

日々の教育活動について毎日振り返って反省するとともに、学期ごとにそれぞれの活動について総括

を行い、より良い教育実践を目指してきた。その結果いずれの教育目標についてもほぼ当初の目標を達

成することができたが、今後それぞれについてさらに検討を加え、より良い園児の育ちにつなげていき

たい。 

３ 安全管理・保健管理 

(1) 安全計画・危機管理マニュアルを見直し、改善を図った。 

(2) 年間地震４回、火災２回、不審者３回の避難訓練を実施した。 

(3) 避難訓練時には必要に応じてガードマン、事務職員などにも協力を要請して行った。 

(4) 緊急時備品の保管場所を常に明確にし、中身の確認や点検、入れ替えなどを行った。 

(5) 自衛消防隊組織・防火管理組織や避難訓練の担当組織を見直し、いざという時の備えを常に心掛

けた。 

(6) 教職員の安全対応能力向上のために、警察署と協力して園内での研修を行った。 

(7) 安全に関する施設設備を最大限整えるとともに、教職員がすぐに対応できる緊急時備品を身に付

けたり、手近な所に常に置いて緊急時に対応できるようにした。 

(8) 毎月最初の日を安全点検の日とし、点検表に従って全教職員で園内を隈なく点検し、改善を行っ

た。また、怪我の発生については、発生の都度、職員会議で報告し合うほか、掲示中の「ヒヤリ 

ハット マップ」を生かして発生場所について共通認識を深めるようにし、全教職員で事態を把握

した。 

H24 前年比 倍率 H24

一般 48(※1) 59 81.4% 26 8 25 1.04 23 22 22 22 26

一般（再募集） 13 - - 12 1 12 1.00 8 8 8 8 -

追加受付 1 - - 1 0 1 1.00 1 1 1 1 -

繰上合格 - 6

ＡＯ型 約20 25 - - 25 0 21(※2) 1.19 21 20 20 20 -

椙幼推薦 約25 23 27 85.2% 23 0 23 1.00 23 23 23 23 26

小計 約80 110(※3) 86 - 87 9 82 1.06 76 74 74 74 58

小学校

募集
人員 合格者

出願

受験者

入学入学試験 入学手続

志願者
学校 入学

許可

     ＋2名（AO型不合格者が一般に合格したとして）＝90名が最大入学者である（3月1日現在）。

試験区分
欠席者 入学者第1次 第2次

約35

※1　48名のうち、16名はAO型入試と併願。32名が一般入試のみ出願。

※2　不合格者4名のうちの2名が一般入試に併願。

※3　数字上は110名だが、一般32名＋一般（再募集）12名＋AO型21名＋推薦23名
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(9) 家庭との連携については「椙山幼稚園の教育」などで入園当初から対応を伝えたほか、訓練実施

の都度、協力を要請した。 

(10)担任、養護教諭などが日常的に園児の健康観察を行い、異常を感じる場合は保健室コーナーで適切

な対応をし、必要に応じて保護者への連絡・病院への付き添いなどを行った。 

(11)在園中に担任が保護者の代行で与薬の必要がある場合は、「与薬連絡票」によって医師が処方した

薬に限って取り扱った。 

(12)アレルギーの対応については、可能な限り安全安心な食品、物品、塗料や清掃剤などを使用した。

給食やおやつの対応は個別に行った。 

(13)健康診断（内科・歯科）を園医によって例年通り行った。 

(14)インフルエンザの対応については、行政や園医の指導のもと、適切に対応した。 

(15)部屋の空気検査、害虫検査などは、定期的に専門機関に要請して実施した。 

４ 保護者との連携 

(1) 担任と保護者が、登園時と降園時に直接顔を合わせて園児の様子を伝えあった。 

(2) 各部屋の前の連絡板でその日の活動や連絡などを毎日伝えた。 

(3) 毎月の保育のねらいや計画を月ごとに掲示し、常に目に触れるようにした。 

(4) 年間日程を４月に保護者に渡し、年間の流れがわかるようにするとともに、月ごとにも詳しい日

程を渡し、行事や保育参加・参観などについて保護者の協力を得た。 

(5) 園だより（月１回）、学年だより（随時）、クラスだより（随時）、保健だより（随時）など、

園からの発信をできるだけ多くして、園の方針や園児の様子を詳しく伝えた。 

(6) 保育参観・保育参加・個別懇談会・希望者懇談会・学級懇談会・父親懇談会などを多く実施し、

担任と保護者、また保護者同士の交流を深めた。 

(7) 園主催の子育て講演会「もっと笑って、お母さん！（講師：東名古屋病院小児科医長 濱口典子

氏）」を開催し、多くの保護者の出席を得た。 

(8) 「コミュニケーションボックス」を常時設置し、保護者が随時意見を出せるようにした。 

(9) ＰＴＡと教育活動全般にわたって必要に応じて協力・連携をし、教育活動をより豊かで安全に行

えるようにした。 

(10)保護者の携帯電話等を活用するメール配信システムを活用し、台風などの自然災害、インフルエン

ザなどの感染症の流行、そのほか突発的な事象による休園措置等の緊急連絡体制を充実させた。 

５ 地域への開放・発信・連携 

(1) ホームページに園の行事や幼稚園の教育活動をできるだけ多く写真付きで載せ、地域に紹介した。 

(2) 園主催の子育て講演会「もっと笑って、お母さん！（講師：東名古屋病院小児科医長 濱口典子

氏）」を開催し、地域の方々へも参加を呼びかけた。 

(3) ＰＴＡ主催の「親子のつどい」を行った際、卒園児とともに地域の方々へも参加を呼びかけた。 

(4) 地域から園に寄せられた意見・要望に対して､できる限り応えるよう努力した。 

(5) 「すぎのこ絵本図書館」を毎週土曜日、夏休みは土日を除く毎日、地域に開放し、貸し出しも行

った。前年度に引き続き、教員による読み聞かせの時間も毎回設け、好評だった。 

６ 教育相談体制 

(1) 園内の教育相談については、担任のほか、園長、教頭などで、常時受け入れた。 

(2) 園外からの相談も受け入れる旨を常時園外から見える位置に掲示したほか、ホームぺージで広く

案内し、相談を実施した。 

(3) 園の全教員が私立幼稚園連盟認定の「教育相談員」の資格を取得し、教育相談体制が充実するよ

う研修に参加した。 

７ 特別支援・連携 

園児がいろいろな人と触れ合う機会を次のとおり設けた。 

(1) 祖父母と触れ合う「おじいちゃんおばあちゃんＤＡＹ」、父親と触れ合う「お父さんＤＡＹ」 

(2) 併設大学教育学部の実習生の受け入れ 

(3) 名古屋市内の中学校・高等学校の生徒の体験学習の受け入れ 

(4) 老人ホーム、消防署などの訪問 

(5) 警察署員（交通教室）などの来園 

(6) 環境サポーターによる自然教室 

(7) 人形劇観賞、大型絵本音楽付き読み聞かせ会、ミニコンサート、サンタクロースの来園など 

(8) 附属小学校・併設中学校・併設高等学校・併設大学との連携・交流（附属小学校の児童と年少・

年中児との交流、併設大学の学生の表現発表、併設高等学校の演劇クラブの公演や併設中学校・
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高等学校フィルハーモニークラブの演奏会など） 

(9) 田代小学校の訪問交流 

(10)父母の協力による絵本図書館運営、父母による絵本読み聞かせの実施 

(11)園児が通っている特別支援機関との連携 

 

８ 施設・設備等 

【教育環境の充実】 

(1) 古くなり劣化が見られるようになった年長組の保育室椅子をすべて新たなものに入れ替え、効果

的に教育が行えるよう環境を整備した。 

(2) 年長組および年中組で使用していた電子ピアノ５台をアップライトピアノに交換し、音楽的な教

育環境を充実させた。 

【生活環境の充実】 

保育中や各種行事の際の園庭の仕切りとして使用する安全フェンスを補充し、幼児が安心して活動で

きるように工夫した。 

【安全のための施設・設備および点検】 

遊具安全点検（年３回）にもとづいて、偽木（年長斜面）交換などの園庭の改善・遊具の改善・修理

を行い、園児が安全に遊ぶことができるようにした。 

９ 組織運営 

服務監督、情報管理、経理管理については、学園全体の取り決めに従い実施した。 

１０ 職員研修 

【自己研修・園外研修】 

(1) 外部の研修に全員ができるだけ多く参加し、その成果を園内で報告した。 

(2) 私立幼稚園連盟認定の「教育相談員」として全教員が認定されることを目指して、新規採用教員

１名が資格認定のための教育相談初級講座を受講した（他の教員は全て認定済み）。 

【園内研修】 

(1) 毎日、学年会議を行い、実践上の問題を報告し合い、翌日の実践に生かした。 

(2) 週１回の職員会議において、学年毎の実践を報告し、全員で共有した。 

(3) 職員会議において、教員の日々の教育実践記録の実践例を紹介し、個々の教員の実践や教訓を全

員で共有した。 

(4) 「保育環境を考える」というテーマに沿って、各自１年間実践研究を行い、その成果を研究発表

会（２月）にて発表し、全教員で討論を行い、その成果を報告書にまとめた。 

(5) 私立幼稚園連盟からの派遣による巡回相談により園児２人がそれぞれ２回ずつ、専門家に診ても

らう機会を得ることができた。 

１１ 入園試験 

H24 前年比 倍率 H24

3年保育(3歳児) 75 73 79 92.4% 73 0 73 1.00 72 65 65 65 70

追加受付 若干名 11 7 － 11 0 11 - 10 9 9 9 6

小計 75 84 86 97.7% 84 0 84 1.00 82 74 74 74 76

2年保育(4歳児) 若干名 2 10 20.0% 2 0 2 1.00 2 2 2 2 5

追加受付 若干名 8 5 － 8 0 7 1.14 7 7 5 5 5

小計 若干名 10 15 66.7% 10 0 9 1.11 9 9 7 7 10

1年保育
（5歳児）追加受付

若干名 2 4 50.0% 2 0 2 - 2 2 2 2 4

合計 - 96 105 91.4% 96 0 95 1.01 93 85 83 83 90

欠席者 第2次
学校

志願者
試験区分

募集
人員

入学
許可

第1次

出願

幼稚園

入学者合格者

入学試験 入学手続 入学

受験者
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Ⅲ 財務の概要 

１ 平成２４年度決算概況 

平成２４年度決算については、図表１～３のとおりである。平成２４年度は、主に小学校校舎新築工事、

人間関係学部棟及び現代マネジメント学部棟のトイレの改修、日進図書館の運営を業務委託としたほか、

小学校創立６０周年記念事業などの結果が決算の各種指標に表れている。 

 

２ 消費収支計算書について 

消費収支計算書とは、外部資金によらない収入（帰属収入）をどのように消費したか（消費支出）及び

継続的に保持する資産（基本金）にどのくらい配分したか（帰属収入－基本金を「消費収入」という。）

を明らかにして、学校法人の永続的な維持を図るため、消費収支の均衡の有無を明らかにする指標である。 

平成２４年度と平成２３年度との比較表は、図表１のとおりである。 

消費収入の部では、帰属収入が９８億９０百万円で前年度と比較して４百万円減少した。そのうち、学

生生徒等納付金が８０億５百万円で、在籍学生数の増加により前年度と比較して８４百万円増加となり、

帰属収入に対する構成比率は８０．９％となっている。また、補助金は１２億３３百万円で前年度と比較

して６３百万円減少となり、１２．５％の構成比率となっている。 

次に基本金組入額は、小学校校舎新築工事、人間関係学部棟及び現代マネジメント学部棟のトイレの改

修による有形固定資産の増加に伴う第１号基本金への組入れ、山添キャンパス校舎等建替整備計画（第２

期）による第２号基本金への組入れ、奨学資金のための第３号基本金への組入れ、第４号基本金の組入れ

で合計１５億８４百万円となった。この結果、消費収入は、８３億６百万円となり、前年度と比較して５

億９百万円減少した。 

一方、消費支出の部では、総額９１億３３百万円で前年度と比較して１億３４百万円増加しました。そ

のうち、人件費は、５９億３３百万円で構成比率は６０．０％と高い比率となっている。また、教育研究

経費は、２４億９２百万円で前年度と比べ３６百万円増加となり、構成比率は２５．２％となった。 

資産処分差額は、６４百万円で前年度と比べて１８百万円の増加となっている。 

消費収入から消費支出を差し引いた消費収支差額は、８億２７百万円の消費支出超過となり、翌年度繰

越消費収支差額が８６億８２百万円の繰越消費支出超過となる。消費収支均衡を図る上でこの繰越消費支

出超過の改善を行わなければならない。 

 

３ 資金収支計算書について 

資金収支計算書とは、消費収支項目に積立金や借入金等の外部資金を加えて、当該会計年度の教育研究

活動に対応する全ての資金の収入・支出を明らかにし、支払資金の収入・支出の顛末を明らかにする指標

である。 

平成２４年度と平成２３年度との比較表は、図表２のとおりである。 

資金収支上の科目として、収入の部では、借入金等収入、前受金収入及びその他の収入があり、支出の

部では、借入金等返済支出、施設関係支出、設備関係支出、資産運用支出及びその他の支出がある。前受

金収入は、次年度の収入になるものを今年度に計上するもので、次年度入学生の入学金等が該当する。そ

の他の収入は、施設・設備等の多額の支払資金に充てるために積立資産からの繰入収入、前年度の退職金

財団収入等の未収入金収入等である。施設関係支出は、土地、建物等不動産取得に要した資金が計上され

ています。設備関係支出は、備品、図書、ソフトウェア等不動産以外の学園の資産となる資産取得に要し

た資金が計上されている。資産運用支出は、積立金に充てる資金が計上されている。 

平成２４年度は、施設関係支出で１４億９５百万円、設備関係支出で４億１１百万円を計上している。 

その結果、次年度繰越支払資金は３６億７０百万と前年度と比べて１億９百万円減少している。理論的

に期末に最低保持する支払資金は、第４号基本金（６億４５百万円）、前受金（４億８３百万円）、未払

金（４億６２百万円）の合計額（１５億９０百万円）が必要となるが、これを大幅に上回っており、また、

校舎等建設資金も第２号基本金として留保していることから、資金繰りには影響がないと思われるものの、

支払資金の増加に努めなければならない。 
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４ 貸借対照表について 

貸借対照表は、会計年度末時点での資産・負債・基本金等の学園の財産状況を表す指標である。 

平成２４年度末時点での貸借対照表の概要は、図表３のとおりである。 

資産総額は、４１１億９０百万円で前年度末に比べて８億５百万円増加している。これは、小学校校舎

新築工事等を行ったことによる。一方、山添キャンパス校舎等建替整備計画（第２期）による第２号基本

金への組入れ、奨学資金のための第３号基本金への組入れ等によりその他の固定資産が増加し、現金預金

等の流動資産が減少していることがわかる。基本金についても前年度末に比べて１５億８４百万円増加し

た。 

 

図表１　平成24年度消費収支計算書（平成24年4月1日～平成25年3月31日）

単位：千円 単位：千円

2４年度決算 構成比（％） 23年度決算 差異 24年度決算 構成比（％） 23度決算 差異

学 生 生 徒 等 納 付 金 8,004,703 80.9 7,920,539 84,164 人 件 費 5,933,281 60.0 5,868,349 64,932

手 数 料 179,296 1.8 196,414 △ 17,118 教 育 研 究 経 費 2,491,996 25.2 2,456,399 35,597

寄 付 金 71,019 0.7 59,866 11,153 管 理 経 費 635,472 6.4 618,578 16,894

補 助 金 1,233,364 12.5 1,296,356 △ 62,992 借 入 金 等 利 息 6,389 0.1 8,147 △ 1,758

資 産 運 用 収 入 146,647 1.5 148,545 △ 1,898 資 産 処 分 差 額 64,460 0.7 46,465 17,995

資 産 売 却 差 額 0 0.0 0 0 徴 収 不 能 額 1,257 0.0 1,308 △ 51

事 業 収 入 129,382 1.3 125,690 3,692

雑 収 入 125,324 1.3 146,355 △ 21,031

9,889,736 100.0 9,893,765 △ 4,029 9,132,855 92.3 8,999,247 133,608

△ 1,584,106 △ 16.0 △ 1,079,294 △ 504,812 △ 827,224 △ 184,776

8,305,631 84.0 8,814,471 △ 508,840 △ 7,854,881 △ 7,670,104

756,881 894,518 △ 137,637 △ 8,682,105 △ 7,854,880

消費収入合計（Ｂ）

翌年度繰越消費収支差額

当年度消費収支差額（Ｂ－Ｃ）

科目

前年度繰越消費収支差額

基本金組入額合計

帰属収支差額（Ａ－Ｃ）

消 費 支 出 合 計 （ Ｃ ）

科目

帰属収入合計（Ａ）

消
費
支
出
の
部

消
費
収
入
の
部

 

図表２　平成24年度資金収支計算書（平成24年4月1日～平成25年3月31日）

単位：千円 単位：千円

24年度決算 23年度決算 差異 24年度決算 23年度決算 差異

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 8,004,703 7,920,539 84,164 人 件 費 支 出 6,010,183 6,037,557 △ 27,374

手 数 料 収 入 179,296 196,414 △ 17,118 教 育 研 究 経 費 支 出 1,503,471 1,496,406 7,065

寄 付 金 収 入 54,465 49,266 5,199 管 理 経 費 支 出 556,112 537,239 18,873

補 助 金 収 入 1,233,364 1,296,356 △ 62,992 借 入 金 等 利 息 支 出 6,389 8,147 △ 1,758

資 産 運 用 収 入 146,647 148,545 △ 1,898 借 入 金 等 返 済 支 出 141,292 173,788 △ 32,496

資 産 売 却 収 入 500,000 399,904 100,096 施 設 関 係 支 出 1,495,468 338,838 1,156,630

事 業 収 入 129,382 125,690 3,692 設 備 関 係 支 出 410,670 283,813 126,857

雑 収 入 212,265 232,695 △ 20,430 資 産 運 用 支 出 1,070,230 980,237 89,993

借 入 金 等 収 入 0 0 0 そ の 他 の 支 出 612,879 626,122 △ 13,243

前 受 金 収 入 483,129 485,626 △ 2,497

そ の 他 の 収 入 995,129 514,966 480,163

資 金 収 入 調 整 勘 定 △ 714,614 △ 620,492 △ 94,122 資 金 支 出 調 整 勘 定 △ 474,266 △ 298,194 △ 176,072

11,223,766 10,749,509 474,257 11,332,428 10,183,954 1,148,474

3,778,660 3,213,106 565,554 3,669,998 3,778,660 △ 108,662

15,002,426 13,962,614 1,039,812 15,002,426 13,962,614 1,039,812支 出 の 部 合 計

次 年 度 繰 越 支 払 資 金

当 年 度 資 金 支 出 合 計

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

収 入 の 部 合 計

支
出
の
部

収
入
の
部

科目科目

当 年 度 資 金 収 入 合 計
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図表３　平成２４年度貸借対照表（平成２５年３月３１日現在）
単位：千円 単位：千円

36,957,565 36,044,216 913,349 固定負債　　　　　　　　　　　　 3,734,439 3,855,784 △ 121,345

　有形固定資産　　　　　　　　　　 28,540,973 27,762,161 778,812 　長期借入金 423,188 554,572 △ 131,384

土地　　　　　　　　　　　　　　 5,477,865 5,477,865 0 　退職給与引当金　　　　　　　　　 3,311,251 3,301,212 10,039

建物 17,739,320 17,084,125 655,195 流動負債 1,229,370 1,060,191 169,179

構築物　　　　　　　　　　　　　 911,643 788,209 123,434 　短期借入金　　　　　　　　　　　 131,384 141,292 △ 9,908

教育研究用機器備品　　　　　　　 1,860,750 1,838,271 22,479 　未払金　　　　 461,650 285,725 175,925

その他の機器備品　　　　　　　　 141,740 127,206 14,534 　前受金　　　　　　　　　　　　　 483,129 485,626 △ 2,497

図書　　　　　　　　　　　　　　 2,409,654 2,386,485 23,169 　預り金　　 153,208 147,549 5,659

建設仮勘定　　　　　　　　　　　 0 60,000 △ 60,000 負債の部合計　　　　　　　　　　　　　　 4,963,810 4,915,975 47,835

　その他の固定資産　　　　　　　　 8,416,592 8,282,055 134,537

借地権 477 477 0 　第１号基本金　　　　　　　　　　 42,523,670 40,847,565 1,676,105

ソフトウェア 87,591 86,047 1,544 　第２号基本金　 300,000 600,000 △ 300,000

ソフトウェア仮勘定 9,992 0 9,992 　第３号基本金　　　　　　　　　　 1,440,000 1,240,000 200,000

電話加入権 3,204 3,204 0 　第４号基本金　　 645,000 637,000 8,000

有価証券 2,902,404 2,902,404 0 基本金の部　合計　　　　　　　　　　　　 44,908,670 43,324,565 1,584,105

退職給与引当資産 2,000,000 2,000,000 0

各種課程履修費特定預金 59,267 58,067 1,200 翌年度繰越消費支出超過額 8,682,105 7,854,881 827,224

山添ｷｬﾝﾊﾟｽ校舎等整備計画引当資産 0 600,000 △ 600,000

山添ｷｬﾝﾊﾟｽ校舎等整備計画(第2期)引当資産 300,000 0 300,000 消費収支差額の部　合計　　　　　　　　　 △ 8,682,105 △ 7,854,881 △ 827,224

第３号基本金引当資産 1,440,000 1,240,000 200,000

減価償却引当資産 1,100,000 1,100,000 0

特別寄付金積立金 7,809 4,943 2,866

施設整備・教育研究充実特定預金 37,315 34,579 2,736

施設設備充実資金果実積立金 885 818 67

同窓会奨学資金果実積立金 1,882 1,447 435

小学校創立60周年記念事業特定預金 6,208 14,950 △ 8,742

看護学部奨学資金果実積立金 17,923 0 17,923

保証金 441,635 235,118 206,517

流動資産　　　　　　　　　　　　 4,232,810 4,341,443 △ 108,633

現金預金　　　　　　　 3,669,998 3,778,660 △ 108,662

未収入金　　　　　　　　　　　　 517,901 522,174 △ 4,273

仮払金　　　　　　　　　　　　　 183 0 183

前払金　　　　　　　　　　　　　 17,199 13,982 3,217

貸付金　　　　　　　　　　　　　 27,530 26,628 902

41,190,375 40,385,660 804,715

24年度末 24年度末 23年度末差異23年度末科目

804,715

負債の部　　　　　　　　　　　　

基本金の部　　

消費収支差額の部　　　

差異科目

固定資産　　　　　　　　　　　　

資産の部　　　　　　　

資産の部　合計

負債の部、基本金の部及び
消費収支差額の部合計

41,190,375 40,385,660

 

 

５ 消費収支計算書の年度別財務比率比較について 

図表４は、過去５年間において他の大学を持つ法人と本学園との財務比率の比較を行ったものである。 

財務比率の中で、特に重要な学生生徒等納付金比率、人件費比率、教育研究経費比率、人件費依存率、

消費収支比率、消費支出比率についてグラフ化したものが図表５に示している。 

学生生徒等納付金比率は、８０．９％と高い比率になっており、帰属収入が学生生徒等納付金に負って

いることがわかる。人件費比率は、６０．０％となっており、定年退職者の増減による変動要因があるが、

他の同規模の学校法人とは８．６％の開きがあり、かなりの高率といえる。看護学部の年次進行により、

この比率はある程度下がることが予想されるが、人件費削減に努めることが今後の重要な課題といえる。

教育研究経費比率は２５．２％で前年度から０．４％比率を上げている。これは、看護学部の年次進行に

よる実習費等の増加、日進図書館の運営を業務委託に切り替えたこと、小学校校舎竣工に伴う引越し等に

より、教育研究経費として支出するものが増加したことが要因である。 

消費支出比率は、９２．３％と前年度から１．３％増加し、消費収支比率では、依然として１１０％と

１００％を超えている。さらに、支出の見直しを行って経費削減に努めなければならない。 
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図表４　消費収支計算書の年度別財務比率比較

比率名称 算出式（％） 評価 法人種別 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

椙山女学園 79.0 78.7 80.4 80.1 80.9

学生生徒等納付金比率 学生生徒等納付金 － 除医歯系 73.0 72.7 73.4 72.7

帰属収入 同規模 67.4 66.3 65.1 70.5

椙山女学園 0.7 1.0 0.4 0.6 0.7

寄付金比率 寄付金 △ 除医歯系 2.4 2.5 2.6 2.3

帰属収入 同規模 2.1 4.6 1.5 1.2

椙山女学園 14.0 13.8 13.5 13.1 12.5

補助金比率 補助金 △ 除医歯系 12.5 12.9 12.4 12.4

帰属収入 同規模 12.8 12.6 11.3 10.9

椙山女学園 58.4 57.1 60.2 59.3 60.0

人件費比率 人件費 ▼ 除医歯系 52.8 52.6 52.9 54.0

帰属収入 同規模 53.1 51.8 51.1 51.4

椙山女学園 27.6 25.6 25.5 24.8 25.2

教育研究経費比率 教育研究経費 △ 除医歯系 31.0 30.9 30.9 30.9

帰属収入 同規模 30.6 30.2 31.4 35.7

椙山女学園 6.4 6.9 6.6 6.3 6.4

管理経費比率 管理経費 ▼ 除医歯系 9.9 10.3 8.8 8.7

帰属収入 同規模 9.5 8.9 9.0 11.6

椙山女学園 10.5 10.9 11.4 11.7 11.7

減価償却費比率 減価償却額（教育＋管理） － 除医歯系 10.9 11.3 11.5 11.3

消費支出 同規模 10.3 11.1 10.7 11.2

椙山女学園 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1

借入金等利息比率 借入金等利息 ▼ 除医歯系 0.4 0.4 0.4 0.4

帰属収入 同規模 0.4 0.5 0.5 1.0

椙山女学園 20.9 23.4 25.0 10.9 16.0

基本金組入率 基本金組入額 △ 除医歯系 13.2 13.1 13.4 11.6

帰属収入 同規模 11.2 13.2 10.7 12.3

椙山女学園 74.0 72.6 74.9 74.1 74.1

人件費依存率 人件費 ▼ 除医歯系 72.3 72.4 72.0 74.4

学生生徒等納付金 同規模 78.7 78.1 78.5 73.0

椙山女学園 120.6 118.4 123.7 102.1 110.0

消費収支比率 消費支出 ▼ 除医歯系 115.0 110.8 110.5 109.2

消費収入 同規模 115.6 107.5 109.5 11.5

椙山女学園 95.4 90.7 92.9 91.0 92.3

消費支出比率 消費支出 ▼ 除医歯系 99.8 96.3 95.6 96.0

帰属収入 同規模 102.6 93.3 97.8 115.4

注1）評価欄の評価については、一般的に次のとおりといわれています（「今日の私学財政」より）。

△：高い方が良い　　▼：低い方が良い　　－：どちらともいえない

注2）法人種別欄については次のとおりです。

除医歯系 ：医歯他複数学部および医歯単一学部の大学法人を除く

同規模 ：学生生徒数 5,000～8,000人の大学法人

注3）基本金組入額は収入からの控除科目であるため、基本金組入率は支出構成指標としています。
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図表５　消費収支計算書の年度別財務比率比較（図表４から一部をグラフ化）
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